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１ 策定の趣旨                         

 

日本は豊かな自然に恵まれ、四季折々の姿がある一方、地理的・地質的特性から度重なる

大規模な自然災害により様々な被害がもたらされてきた。 

 

Ｍ７.９の巨大地震が首都圏を襲った１９２３年の「関東大震災」、明治以降台風被害とし

ては最大の被害を引き起こした１９５９年の「伊勢湾台風」、観測史上最大の震度７の直下

型地震が大都市を直撃した１９９５年の「阪神・淡路大震災」、２０１１年の東日本大震災

は、観測史上最大のＭ９.０の巨大地震で最大遡上高４０ｍを超える大津波が発生し未曾有

の大災害となった。 

その後も、熊本地震、令和元年東日本台風など各種災害が発生している。 

このような大規模な自然災害により様々な被害をもたらされてきたが、災害から得られ

た教訓を踏まえ種々の災害対策を講じてきたものの「大規模な自然災害」、「甚大な被害」、

「長期にわたる復旧・復興」を繰り返してきた。 

 

平成２５年１２月に国において「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災

等に資する国土強靱化基本法（平成２５年１２月１１日法律第９５号）」（以下「基本法」と

いう）が制定された。この中で、基本理念において、国土強靱化に関する施策の推進は、大

規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧復興に資する政策の総合的、計

画的な実施が重要であるとされている。地方自治体については、基本法第４条に地方公共団

体の責務として、「国との適切な役割分担を踏まえて、地域の状況に応じた施策を総合的か

つ計画的に策定し、実施する責務を有する」と規定されており、第１３条で国土強靱化地域

計画を策定することができることが定められている。 

 

これまで区では、世田谷区地域防災計画を作成し、国や都における災害関係法令の改正や

計画等の修正を踏まえるとともに実災害の教訓等を踏まえた区の取組みについて計画への

反映を行い、世田谷区地域防災計画の見直しを行ってきた。 

 

このような現状を踏まえ、今後、本区においても、様々な自然災害から区民を守るため、

更なる防災・減災の取り組みに加え、様々自然災害が発生しても被害を最小限に抑え、迅速

に復旧復興できる、安全で災害に強いまちづくりを実現するため、基本法第１３条に基づく

国土強靱化地域計画として東京都国土強靱化地域計画と調和した「世田谷区国土強靱化地

域計画」を策定する。 
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２ 策定の基本的な考え方                    

 

１ 世田谷区の状況 

国内では、毎年のように自然災害により多くの人命や財産が失われてきた。平成２８年４

月の熊本地震では二度による震度７の地震、平成３０年７月の西日本豪雨、北海道胆振日東

部地震、令和元年の台風第１５号・第１９号においては、区内でも大きな被害が発生した。 

 

東京都の地域危険度測定調査で世田谷区は、比較的「建物倒壊危険度」「火災危険度」「総

合危険度」ともに全体的に危険度は低くランクされているが、首都直下型地震等による東京

の被害想定（冬の夕方１８時）では、首都直下型地震が起きた場合、区における死者は約６

７０人（都：約９，７００人）、負傷者約７，５００人（都：約１４７，６００人）、建物被

害約２７，８００棟（都：約３０４,３００棟）、帰宅困難者約１６８，０００人（都：約４

７１万人）となっており、特に火気器具の利用が多い時間帯で、鉄道等のラッシュ時にもあ

たり、また、人口は９０万人を超え高齢者人口も多いためより大きな被害が想定される。 

また、道路の被災や交通渋滞により物資搬入が滞ることによる物資不足や電力供給の不

安定化、携帯電話等の通話の規制、メールなどの伝達機能の低下などにより、大きな混乱に

陥ることも想定される。 

 

これまで、本区においては、多数の死傷者を伴う災害には見舞われていないが、本区にお

いても、様々な自然災害から区民を守るため、更なる防災・減災の取り組みに加え、様々自

然災害が発生しても被害を最小限に抑え、迅速に復旧復興できる、安全で災害に強いまちづ

くりの視点を持ち国土強靱化の取り組みを進めていく。 
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２ 他の計画との関係 

本計画は、区の区政運営の基本となる「世田谷区基本構想」を実現していく計画とすると

ともに、「世田谷区基本計画」を区の最上位としつつ、基本法の趣旨を踏まえ、世田谷区地

域防災計画をはじめとする各行政分野の個別計画の強靱化に関する部分についての指針性

を持つ計画として位置づける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※分野別計画等 

 世田谷区地域防災計画、世田谷区産業振興計画、世田谷区農業振興計画、世田谷区災害廃

棄物処理計画、健康せたがやプラン、世田谷区都市整備方針、世田谷区防災街づくり基本方

針、世田谷区がけ・擁壁等防災対策方針、世田谷区耐震改修促進計画、みどりの基本計画、

生きものつながる世田谷プラン、せたがや道づくりプラン、世田谷区無電柱化推進計画、世

田谷区豪雨対策行動計画、世田谷区橋梁長寿命化修繕計画、世田谷区舗装更新計画、世田谷

区立公園等長寿命化改修計画 

 

３ 計画期間 

本計画は、計画期間は定めないが、国の基本計画においては、おおむね５年ごとに計画内

容の見直しを行うこととされている。 

区では、平成２６年（２０１４年）から令和５年（２０２３年）の１０年を計画期間とし

た世田谷区基本計画を策定している。基本計画と国土強靱化地域計画は、どちらも指針性を

有し、進捗管理を同時に行うことができるなどの点もあるため、次期世田谷区基本計画策定

の際に見直しを図るものとし、基本計画と世田谷区国土強靱化地域計画と一体的に策定す

ることも検討していく。 

なお、その間に大きく社会経済等が変化する場合には、必要に応じて見直しを図るものと

する。 

国土強靱化基本計画 世田谷区基本構想 

世田谷区基本計画・実施計画 東京都国土強靱化地域計画 

分野別計画等 

整 合 調 和 
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３ 区の状況                         

 

１ 世田谷区の概況 

■位置 

 世田谷区は、東京２３区の西南部に位置し、都心（東京駅）まで約９～１８ｋｍ、副都心

（新宿、渋谷）まで１ｋｍ～１０ｋｍの距離にある。 

 東は目黒区・渋谷区、北は杉並区・三鷹市、西は狛江市・調布市、南は大田区と多摩川を

はさんで神奈川県川崎市と接している。 
 

■面積 

 区域の形は、東西約９ｋｍ、南北約８ｋｍのほぼ平行四辺形の形をしており、面積は約５

８.０５Ｋ㎡で、東京２３区の総面積の約１割を占めており、大田区に次ぐ広さを有してい

る。 
 

■地形 

 地形は、南西部は、多摩川・野川に沿って、成城から大蔵・瀬田・野毛に至る高さ１０～

２０ｍの急な崖（国分寺崖線）があり、この崖を境に北東側は台地（洪積層）、南西側は低

地（沖積層）となっている。 

 武蔵野台地の一部である台地部は、標高３０～５０ｍで、多くの河川によって樹枝状に浸

食され、丘や谷の起伏ができている。 

低地部は標高１０～２５ｍで、台地部と約２０ｍの高度差のある平坦地となっている。 
 

■人口・世帯 

 区の人口は９２０，３７２人（令和３年１月１日現在）、総世帯数は４９０，３４２世帯

（令和３年１月１日現在）で東京２３区の中では、人口、世帯数とも最大となっており、県

では、山梨県、佐賀県、福井県、徳島県、高知県、島根県、鳥取県、以上７県、政令指定都

市では、堺市、新潟市、浜松市、熊本市、相模原市、岡山市、静岡市、以上７政令市を上回

る人口規模となっている。 
 

■土地利用現況 

 土地利用は、住宅都市としての特性を反映して、多くの専用住宅と集合住宅が占めている。 

建物の敷地として利用されている「宅地」が区全体面積の６６．７％、「非宅地」が３３．

３％を占めている。宅地の利用としては住居系が最も多く、宅地の７４．９％、区全体面積

の４９．９％を占めている。 

 非宅地では、公園系が５．７％、緑地・河川系などの自然を残している土地の面積は、合

計しても２．０％と少ない状況である。（土地利用現況調査２０１６（平成２８）年度より） 
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※「世田谷区統計書（令和元年版）」及び 

「くらしと統計 2019（平成 31 年 3月発行）」より 

■道路 

 区内には、環状七号線や環状八号線、玉川通り、甲州街道などの幹線道路（幅員２２ｍ以

上）、世田谷通りや駒沢通りなどの地区幹線道路のほか、中央自動車道や東名高速道路、首

都高速道路などが整備されている。 

幹線道路は８割以上が整備済みとなっているが、地区幹線道路及び主要生活道路の整備

率は４割に満たない整備状況である。 

 また、区内には４ｍ未満の狭隘道路多く、区の道路全体の４分の１を占めている。 
 

■公園 

 世田谷区立公園条例において、区民一人当たりの公園面積の目標は６㎡としているが、    

半分の３㎡にも達していない現状である。また、屋外レクリエーションや災害時の避難地と

しての機能を果たすことができる敷地面積１ｈａ以上の公園が不足している。 
 

（世田谷区と東京都との比較） 

 世田谷区 東京都 

面積 ５８．０４９Ｋ㎡ ２，１９４Ｋ㎡ 

持ち家住宅率 ４６．５％ ４５．８％ 

専用住宅の１住宅当たり延べ面積 ６８．３７㎡ ６３．５４㎡ 

人口総数 ９１７，４８６人 １３７２．４万人 

外国人人口 ２３，０３４人 ５３．８万人 

転入 ６９，７７７人 ４６．１万人 

転出 ６０，６２４人 ３８．１万人 

合計特殊出生数 １．０７人 １．２１人 

一般世帯数 ４８７，１７４世帯 ６６９万世帯 

１世帯当たりの人員 １．８８人 １．９９人 

病院数 ２７施設 ６４７施設 

事業所数 ２７，０３４事業所 ６２．２万事業所 

従業者数 ２６２，６８９人 ９００．６万人 

製造品出荷額 

（従業者４人以上） 

３８９億４６５０万円 ７兆８千億円 

年間販売額（卸売業・小売業） １兆９，２９６億７百万円 １９９兆７千億円 

一般会計予算額 ３，１９３億８２２万６千円 ７兆円 

交通事故発生件数 １９４０件 ３．３万件 

刑法犯認知件数 ６，０５１件 １２．５万件 

出火件数 １８８件 ４，２６１件 

出火率（人口１万人当たりの出

火件数） 

２．０７ ３．１５ 
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２ 地震による被害想定 

 

東京湾北部地震【Ｍ７.３ 冬の夕方１８時 ８ｍ／秒】 

 世田谷区 東京都 

人

的

被

害 

死者 655 人 9,641 人 

 ゆれによる建物全壊 215 人 5,378 人 

急傾斜地崩壊による建物全壊 3 人 76 人 

地震火災 411 人 4,081 人 

ブロック塀 26 人 103 人 

屋外落下物 1 人 4 人 

負傷者 

（うち重傷者） 

7,499 

（1,366) 

人 147,611 

 (21,893) 

人 

 ゆれによる建物全壊 4,637 人 125,964 人 

急傾斜地崩壊による建物全壊 4 人 94 人 

地震火災 1,857 人 17,709 人 

ブロック塀 899 人 3,543 人 

屋外落下物 52 人 301 人 

物
的
被
害 

建物被害 27,801 棟 304,300 棟 

 ゆれ・液状化等による建物全壊 6,074 棟 116,224 棟 

地震火災 21,727 棟 201,249 棟 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
被
害 

停電率 19.4 ％ 17.6 ％ 

固定電話不通率 12.7 ％ 7.6 ％ 

上水道断水率 30.8 ％ 34.5 ％ 

下水道管きょ被害率 24.7 ％ 23.0 ％ 

 

そ

の

他

被

害   

避難者 242,390 人 3,385,489 人 

避難生活者 157,553 人 2,200,568 人 

閉じ込めにつながり得るエレベーター停止台数 269 台 7,473 台 

避難行動要支援者死者数 406 人 4,921 人 

自力脱出困難者 1,850 人 56,666 人 

震災廃棄物 257 万 t 4,289 万t 

※東京都の被害想定数は「東京都地域防災計画 震災編」より 

※小数点以下の四捨五入により合算は合わないことがある。 

※ゆれ液状化等による建物全壊と地震火災の重複を除去しているため、原因別の被害の合算値とは一致し

ない。 
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―― 参考 ―― 

＜東日本大震災の区の被害状況＞ 

〇発生日時  平成２３年３月１１日（金）１４時４６分頃 

〇震度    世田谷区 震度５弱 

〇人的被害  負傷（軽傷）１名 

〇物的被害  

 

 

 

 

 

 

       ※上下水道、電気、ガス、電話のライフラインの被害はなし 

 

〇帰宅困難者 休憩・宿泊用支援施設数 ２４か所 

避難者数 ９９８名（宿泊等の長期滞在者数） 

 

 

３ 世田谷区に被害を及ぼした主な水害被害 

 

発生月 事象 
総雨量 

（ミリ） 

時間最大雨量 

（ミリ） 

床下浸水 

（棟） 

床上浸水 

（棟） 

平成元年 7月 集中豪雨 233 68 122 8 

平成元年 8月 集中豪雨 99 98 292 71 

平成 2年 8月 集中豪雨 78 63 7 10 

平成 3年 9月 台風第 18号 240 40 67 8 

平成 11 年 7 月 集中豪雨 46 43 13 15 

平成 11 年 8 月 集中豪雨 84 75 36 53 

平成 15 年 10 月 集中豪雨 66 64 38 25 

平成 17 年 9 月 集中豪雨 197 100 245 221 

平成 20 年 8 月 集中豪雨 316 63 28 19 

平成 25 年 7 月 集中豪雨 70 66 132 33 

平成 26 年 6 月 集中豪雨 65 59 1 12 

平成 30 年 8 月 集中豪雨 114 111 7 49 

 

区分 件数 

住家（一部）破損  166 件 

公共施設（一部軽微な破損） 50 件 

道路（陥没・亀裂等） 3 件 

擁壁損傷 １件 

大谷石塀等の倒壊、一部損壊 87 件 
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４ 令和元年台風第１９号に関する被害状況等 

１ 区内の雨量                             

（期間：１０月１１日（金）１４時００分～１２日（土）２３時３０分） 

 

 

２ 風の状況  （１０月１２日（土）２１時１２分）           

  区内最大瞬間風速 ３５．２ｍ／秒（世田谷区役所） 

 

３ 停電の状況                             

〇北沢地域 北沢２丁目（約５００軒） 

〇玉川地域 尾山台１丁目（約３００軒）、尾山台２丁目（１００軒未満）、上野毛

２丁目（約７００軒）、玉堤１丁目（約１７００軒）、玉堤２丁目（約

４００軒）、野毛２丁目（約７００軒）、野毛３丁目（約７００軒） 

〇砧地域  船橋６丁目（１００軒未満） 

 

４ その他（り災証明発行数）                  （１０月３１日現在） 

玉川・砧地域について、床上・床下浸水件数は、再調査の結果により被害程度を一部損

壊・半壊・全壊に振り分けている。 

 

 

雨量観測所 総雨量 １０分間最大雨量 １時間最大雨量 

烏 山  ２９２mm ８mm（10/12 20:48） ３３mm（10/12 14:08） 

世田谷  ２６４mm １０mm（10/12 15:30） ３４mm（10/12 15:47） 

桜上水  ２８０mm ９mm（10/12 15:29） ３４mm（10/12 15:48） 

北 沢  ２７０mm １３mm（10/12 15:28） ３６mm（10/12 15:30） 

上祖師谷  ２４６mm ７mm（10/12 10:27） ２７mm（10/12 14:10） 

砧  ２７４mm ８mm（10/12 13:24） ３３mm（10/12 13:51） 

上用賀  ２７５mm ８mm（10/12 13:19） ３４mm（10/12 13:50） 

玉 川 ２５６mm ７mm（10/12 08:12） ３１mm（10/12 13:50） 

地域 最大総雨量 床上浸水 床下浸水 一部損壊 半壊 全壊 

世田谷 

292ミリ 

5 件 2 件 37件 2件 0件 

北沢 8 件 0 件 26件 0件 0件 

玉川 ― ― 191件 313件 1件 

砧 2 件 ― 38件 16件 0件 

烏山 1 件 0 件 19件 0件 0件 

合計 ― 16 件 2 件 311件 331件 1件 
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４ 災害に関する区の計画等                  

 世田谷区基本構想では、「災害に強く、復元力を持つまちをつくる」を一つのビジョンに

基本計画では「安全で災害に強いまちづくり」を重点計画として実施計画をはじめ分野ごと

の個別計画において具体的な取組みを進め「災害に強く、復元力を持つまちの実現」を目指

している。 

また、区の基本構想において、区民等の区政への参加と協働による取り組みを推進してお

り、これは、国土強靱化でも言われている、ソフト対策としての共助による地域・地区の防

災力の向上をはじめとした区民・事業者等による連携・協力など、さまざまな視点より策定

をしている。 

 世田谷区地域防災計画においては、分野ごとの個別計画と整合性を図り、震災や風水害等

多岐にわたる自然災害を想定し、予防・応急・復旧の各段階に応じて具体的に記載している。 

また、脆弱評価結果より強靱化に関わる産業、医療、エネルギー、まちづくり、交通等の

事業や取組みについても、各分野別計画にて強靱化の趣旨に沿った対策となっている。 

本計画は、各分野別計画と整合を図り、地域防災計画のほか各分野別計画等の強靱化に関

する部分についての指針性を持つ計画として位置づけており、各分野別計画等で具体的な

取組み等が計画化されているため、本計画には目標数値等は記載せず作成している。 

 

１ 関連する主な計画等  

 

世田谷区基本構想（平成２５年９月２７日区議会議決） 

～災害に強く、復元力を持つまちをつくる～ 

老朽化しつつある社会インフラを保全、更新するとともに、建物の耐震化・不燃化や避難

路の整備、豪雨対策など安全で災害に強いまちづくりを進めます。区民が防災・減災の意識

と知識を持ち、小学校などを地域の拠点都市、災害弱者になりやすい人への支援も含めた地

域づくりに力を尽くします。災害時の活用を意識して、自らの暮らしに不可欠なエネルギー

や食糧などは、一つの方法に頼らないようにして備えておきます。災害など何かあってもし

なやかに、そしてすみやかに立ち直れるまちにしていきます。 

 

世田谷区基本計画（平成２６年３月策定） 

 重点計画 安全で災害に強いまちづくり 

① 区民の防災意識、地区の防災力の向上 

② 震災対策における緊急整備 

③ 豪雨対策の推進 

④ 社会インフラの適切な保全・更新 
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都市整備方針（平成２７年４月改定） 

 テーマ別方針 安全で災害に強いまちをつくる 

① 震災に強いまちとする 

② 震災後はすみやかに復旧・復興に取り組む 

③ 水害や土砂災害を抑制する 

④ 日常の安全・安心を確保する 

⑤ 都市基盤を維持・更新する 

 

世田谷区地域防災計画（令和３年３月修正予定） 

１ 震災編【災害予防・応急・復旧計画、災害応急・復旧対策計画、災害復興計画、 

南海トラフ地震等防災対策】 

・目標   死者、避難者、建築物被害の減 

① 死者数の減   

② 住宅の倒壊や火災による避難者の減 

③ 揺れや火災による建築物の全壊棟数の減 

 ・主な計画 区民と地域防災力向上／安全な都市づくりの実現／安全な交通ネットワ

ーク及びライフライン等の確保／応急対応力、広域連携体制の強化／情

報通信の確保／医療救護等対策／帰宅困難者対策／避難者対策／物流・

備蓄・輸送対策の推進／放射性物質対策／区民の生活の早期再建 

２ 風水害編【災害予防計画、災害応急・復旧対策計画、雪害対策】 

 ・主な計画 水害予防対策／都市施設対策／地域防災力の向上／防災運動の推進／ 

       雪害予防対策／雪害応急対策 

３ 富士山等噴火降灰対策編 

  主な計画 災害予防計画 

４ 大規模事故対策編 

  主な計画 大規模事故時の応急対策計画 

※風水害編以下の主な計画について記載のない事項は、震災編の記載によるものである。 

 

 

防災街づくり基本方針（平成２８年３月改定） 

 基本理念  震災が起きても区民の生命と財産が守られ、住み続けられるまち 

① 揺れに強いまちをつくる 

② 火災に強いまちをつくる 

③ 安全に避難できるまちをつくる 

④ 迅速で効果的な災害対応ができるまちをつくる 
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５ 基本的な進め方                      

１ 想定するリスク（災害） 

 区民の生活・経済に影響を及ぼすリスクとしては、自然災害のほかに、原子力災害などの

大規模な事故やテロ等も含めたあらゆる事象が想定され得るが、南海トラフ地震、首都直下

型地震など遠くない将来に発生する可能性や、大規模自然災害は広域な範囲に甚大な被害

をもたらすこととなることから、大規模自然災害に備える国土強靱化の趣旨を踏まえ、本計

画では次の大規模災害を想定することとしている。 

【想定リスク：地震、地震火災、洪水・浸水、土崩れ、火山噴火などの自然災害】 

 

２ 基本的な進め方 

 令和元年６月に内閣官房国土強靱化推進室で策定された「国土強靱化地域計画策定ガイ

ドライン」に基づき、区の地域特性及び目指すべき将来の世田谷区の姿を念頭に置き脆弱性

評価を行った。 

 

〇STEP１ 目標の設定（強靱化する上での目標の明確化）      

 国や東京都の目標を参考に世田谷区の地域特性を踏まえて４つの基本目標と８つの事前 

に備えるべき目標を設定した。 

〇STEP２ リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態の設定）  

 STEP1 同様に、国と都を参考に、２３のリスクシナリオを設定した。 

〇STEP３ 脆弱性の評価（分析、課題の抽出）           

 リスクシナリオを回避するため最悪の事態に対する脆弱性を分析し課題を抽出した。 

〇STEP４ 推進方針（強靱化のための対応方策）          

 脆弱性の評価結果をもとに必要な取組むべき施策の検討をした。 

 

 

３ 強靱化に関する分野別の設定 

世田谷区基本計画の分野別計画の４分野に行政機能を加えた５分野で施策分野を設

定する。 

１ 健康・福祉        

２ 子ども若者・教育   

３ 暮らし・コミュニティ（文化、スポーツ、産業・経済、環境・エネルギー等） 

４ 都市づくり（都市基盤、みどり、交通など）  

５ 行政機能（情報通信等） 
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STEP１ 基本目標の設定と事前に備えるべき目標の設定 

 

１ 基本目標 

 

大規模な自然災害の発生時には、人命を守り、経済社会への被害が致命的なものにならず

迅速に回復する「強さとしなやかさ」を備えることが重要である。 

これらを踏まえ、国の国土強靱化基本計画、都の東京都国土強靱化地域計画に掲げられた

基本目標及び世田谷区の地域特性を踏まえ、以下の４つを基本目標として設定した。 

 

１ 人命の保護が最大限図られること 

２ 区及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

３ 区民の財産及び公共施設の被害が最小限に抑えられること 

４ 迅速な復旧復興を達成すること 

 

 

（参考：国と東京都の基本目標） 

国（国土強靱化基本計画） 

１ 人命を守り、人命の保護が最大限図られること 

２ 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

３ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

４ 迅速な復旧復興 

東京都（国土強靱化地域計画） 

１ 人命の保護 

２ 首都機能の維持 

３ 公共施設等の被害の最小化 

４ 迅速な復旧復興 
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２ 事前に備えるべき目標 

 

基本目標の実現に向け、国土強靱化基本計画、東京都国土強靱化地域計画を踏まえつつ、

本区の地域特性や近年の災害において新たに認識された課題等を踏まえ、様々な自然災害

を想定し、より具体的な達成すべき目標として次の８つの「事前に備えるべき目標」を設定

した。 

 

  

  事前に備えるべき目標 

目標１ 
大規模自然災害が発生したときでも・大規模自然災害と大規模感染

症が同時に発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

目標２ 
大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行わ

れる 

目標３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

目標４ 
大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保す

る 

目標５ 
大規模自然災害発生後であっても経済活動（サプライチェーンを含

む）を機能不全に陥らせない 

目標６ 
大規模自然災害発生後であっても生活・経済活動に必要最低限の電

気、ガス、上下水道、燃料、道路ネットワーク等を確保する 

目標７ 制御不能な二次災害を発生させない 

目標８ 
大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・

回復できる条件を整備する 
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STEP２ 起きてはならない最悪の事態の設定 

 

１ 起きてはならない最悪の事態の想定 

 

前述の STEP1 で記載した、４つの基本目標と８つの事前に備えるべき目標をもとに、国土

強靱化基本計画、東京都国土強靱化地域計画を踏まえつつ、本区の地域特性や近年の災害に

おいて新たに認識された課題等を踏まえ、想定した自然災害及び区の地域特性等を踏まえ、

次の２３の「起きてはならない最悪の事態」を設定した。 

 

目標１ 大規模自然災害が発生したときでも・大規模自然災害と大規模感染症が同時に発

生したときでも人命の保護が最大限図られる 

№ 起きてはならない最悪の事態の想定 

1－1 住宅・建物等の大規模倒壊により多数の死傷者が発生する事態 

1－2 密集市街地や不特定多数が集まる施設で大規模火災により多数の死傷者が発生

する事態 

1－3 風水害により長期にわたり市街地が広範囲に浸水する事態 

1－4 大規模な火山噴火、土砂災害等により多数の死傷者が発生する事態 

1－5 情報伝達の不備による避難行動の遅れ等で多数の死傷者が発生する事態 

1－6 大規模自然災害と大規模感染症が同時に発生し多数の死傷者が発生する事態 

 

 

目標２ 大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる 

№ 起きてはならない最悪の事態の想定 

2－1 食料・飲料水等、生命に関わる物資の供給が長期に停止する事態 

2－2 消火・救助・救急、医療活動が絶対的に不足する事態（エネルギー供給の長期断

絶を含む） 

2－3 想定を超える大量の帰宅困難者が発生し被害が拡大する事態 

2－4 疾病・感染症等が大規模に発生する事態 

2－5 劣悪な避難生活や不十分な健康管理により多数の被災者の健康が悪化する事態 

 

 

目標３ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

№ 起きてはならない最悪の事態の想定 

3－1 区役所及び施設等の被災により行政機能が大幅に低下する事態 

3－2 区職員の被災や業務量増加等による心身の不調により行政機能が大幅に低下す

る事態 



- 15 - 

 

目標４ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

№ 起きてはならない最悪の事態の想定 

4－1 災害により必要な情報が必要な人に伝達できない事態（電力供給、郵便、テレビ、

ラジオの中断等） 

 

 

目標５ 大規模自然災害発生後であっても経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全

に陥らせない 

№ 起きてはならない最悪の事態の想定 

5－1 企業が被災により事業継続不能になる事態（サプライチェーンの寸断等による企

業の生産力が低下する事態を含む） 

 

 

目標６ 大規模自然災害発生後であっても生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下

水道、燃料、道路ネットワーク等を確保する 

№ 起きてはならない最悪の事態の想定 

6－1 電気・ガス・上下水道などのライフラインの停止が長期化する事態 

6－2 道路被害により道路ネットワークの機能が分断する事態 

 

 

目標７ 制御不能な二次災害を発生させない 

№ 起きてはならない最悪の事態の想定 

7－1 市街地での火災の拡大により大規模火災が発生する事態 

7－2 建物倒壊による被害で交通麻痺が発生する事態（余震による落下物の被害等を含

む） 

7－3 風評被害により世田谷のイメージが低下する事態 

 

 

目標８ 大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件

を整備する 

№ 起きてはならない最悪の事態の想定 

8－1 復旧復興体制の遅れや人材不足により復旧復興が大幅に遅れる事態 

8－2 地域コミュニティの崩壊・治安の悪化により復旧復興が大幅に遅れる事態 

8－3 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞が長期化し復旧復興が大幅に遅れる事態 
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脆弱性の評価と強靱化のための推進方針 
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１  大規模自然災害が発生したときでも・大規模自然災害と大規模感染症が同時  

 

 

 

【脆弱性の評価結果】 

■庁舎や学校等の公共施設は、防災拠点や避難所、また災害時であっても行政サービスの継続

の必要があるが、避難所となる学校の耐震化率は令和２年度末で７１.１％、令和７年度ま

でに１００％となる目標が掲げられている。耐震化の完了していない学校の耐震化を計画

的に進めるとともに耐震化が済んでいる学校をはじめ公共施設においては、経年変化など

による影響の調査や点検を行うなど適切な維持管理に努め耐震性能を維持していく必要が

ある。 

■世田谷区耐震改修促進計画では、令和２年度末での住宅の耐震化率は約９１％と見込まれ

ており、特定建築物は８７．８％と見込まれている。令和７年度までの目標は、住宅の耐震

化率は、耐震性が不十分な住宅をおおむね解消、特定建築物については、耐震化率９５％と

している。木造住宅の無料耐震診断をはじめ、設計費用・工事費用等の助成制度により耐震

化を促進しているが、一定程度の費用負担を伴う所有者の資金不足や、既存建築物の法令適

合等助成条件などの課題がある。所有者の経済的な負担も考慮しながら、より利用しやすい

支援制度へと改善を図るとともに着実に耐震化が進むよう周知・啓発を繰り返し行いなが

ら耐震化を促進していく必要がある。 

■建物等の倒壊だけでなくビルの窓ガラスや看板等の工作物の脱落、ブロック塀の倒壊など

により通行人等へ危害を及ぼすことがないよう対策が必要である。 

■大地震が発生した場合、住宅内での家具類等の転倒・落下・移動などによる被害者の多くが、

高齢者・障害者・要介護者等の災害時要支援者である。住宅内での安全対策の重要性につい

てあらゆる広報媒体を活用し、より一層普及啓発を進めるとともに、特に被害の多い災害要

支援者に対しての支援策を充実していく必要がある。 

■橋梁の落橋、カルバートや道路擁壁の崩壊等、道路施設の大規模な損壊により、道路利用者

の生命を脅かすリスクを低減させる必要がある。 

■区民一人ひとりの防災行動力の強化をするとともに地域の住民が自分たちの地域の生命・

財産を守るため地域・学校・事業所等の防災区民組織が中心となり継続して防災訓練等を実

施できるよう必要な支援を行っていくことが重要である。また、在住外国人等に対しての災

害関連標識等の外国語標記や防災知識等の支援をしていくことが必要である。 

 



- 19 - 

 

に発生したときでも人命の保護が最大限図られる                

【推 進 方 針】 

【建築物の耐震化の促進】（子ども若者・教育、都市づくり、行政機能） 

■建築物の耐震化を促進し、揺れによる建築物の被害・損傷を未然に防ぐ。 

■耐震化の完了していない災害時に避難所として重要な役割を果たす区立小・中学校につい

て早急に耐震化を進める。 

■災害時に救急・救命活動等の重要な役割を持つ緊急輸送道路や沿道耐震化道路の沿道建築

物や住戸数が多く倒壊した場合に周囲への影響が大きい分譲マンションなどについて耐震

化を促進する。 

■児童養護施設などの児童を入所させる児童福祉施設が災害時においても事業を継続できる

よう耐震化や非常用自家発電設備の整備を推進する。養育者を失った児童の一時保護をはじ

め、被災した家庭や医療等の復旧従事者の家庭で児童の養育が困難になった場合の一時保護

機能の整備を進める。 

 

【落下物及び倒壊等の防止】（都市づくり） 

■地震発生時の人身事故等の危険性を抑制するため、ビルのガラスや外壁タイルの落下防止、

民間建築物の特定天井の脱落防止、ブロック塀等の適切な設置・管理、震災の際に負傷者が

多い家具類等の転倒防止のための家具類転倒防止器具の取付け、住宅の倒壊から生命を守

る耐震シェルターの設置など総合的な安全対策の取組みを進めていく。 

■区民向けのわかりやすい広報や防災訓練等を通じた啓発を積極的に展開することにより住

宅の建替えや改修、家具の転倒防止対策等の家屋内の安全性の向上を誘発する効果的な取

組みを推進する。 

 

【基盤施設の安全性の確保】（都市づくり） 

■道路施設の点検、適切な維持管理、老朽化対策、耐震化を着実に進め、あらゆる災害に起因

する道路の致命的な損傷を防止する。 

 

【地域の防災力の向上】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■防災知識普及のための啓発活動をはじめ、実践的な避難所運営訓練や区内全地区で「発災後

72 時間は地区の力で乗り切る」をスローガンに掲げ実施している防災塾の活動を充実し、

自助・共助の推進を図り地区の防災力の向上を促進する。 

■区民一人ひとりが災害を他人事ではなく自分事として捉え、「自らの命は自らが守る」 、「地

域住民で助け合う」という防災意識が醸成された地域社会の構築を進める。 

【防災意識の醸成】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■区民自ら災害状況等の情報収集をしたうえで、的確に判断ができるよう災害時の情報収集

手段や災害への備えなどホームページやハザードマップなど、高齢者や障害者、外国人等に

配慮した各種広報媒体を活用して防災意識の向上を醸成していく。 
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【脆弱性評価結果】 

■地震火災により大きな被害が想定される、木造住宅密集地域が世田谷区内にも分布してお

り、世田谷区ではその解消に向け、国や都の補助制度などを活用し、建築物の不燃化、道路・

公園の整備を進めてきた。これらの取組みにより、地域の防災力は向上しつつあるが、木造

住宅密集地域の更なる解消に向け、取組みを継続していく必要がある。 

■新たな市街地の密集化予防、避難空間の確保、狭隘道路の拡幅事業などのハード施策と住民

への防災知識の普及や近隣住民が協力し実施する防災訓練など、地域の防災力を向上させ

るソフト施策の両施策を総合的に推進していく必要がある。 

■延焼遮断として機能を持つ都市計画道路の整備のうち、環七・環八通り、玉川通りや甲州街

道などの幹線道路の整備は概ね完了しているが、その他の都市計画道路の整備状況は主要

延焼遮断帯が約５割、一般遮断帯が約３割と低い状況である。延焼遮断帯や避難道路として

の機能を持つ都市計画道路や重要な主要生活道路等について都との連携を強化し早期に整

備を図る必要がある。 

■延焼を遅らせる機能や避難場所ともなる公園の計画的な整備や農地の保全に向けた取組み

を進める必要がある。 

《公園緑地の現況：２６６．８３ｈａ（２０２０（令和２年）４月１日現在）》 

■地震発生時における住民の円滑な避難、救急・消防活動の実施、緊急物資の輸送等を確実に

行うため、緊急輸送道路等の沿道建築物の耐震化を優先的に促進する必要がある。 

■道路上にある電柱は、災害時に倒壊、電線の破断により道路閉塞してしまうと、避難行動や

救急活動、物資の輸送に支障をきたし、電力・電信サービスの安定供給も妨げられる。より

一層無電柱化を促進する必要がある。 

■迅速な消火活動及び救命・救急活動が行えるよう、道路啓開体制を強化していく必要があ

る。 

■地域防災力の中核的な役割を担う消防団への入団促進、活動環境の整備など消防団活動の

さらなる充実強化を図る必要がある。 

■発災時には、「自らの生命は自ら守る」との自助の取り組み、「自分たちのまちは自分たちで

守る」との共助の取り組みが重要である。日頃から様々な媒体を通じ自助・共助の必要性に

ついて意識啓発をするとともに、地域に必要な器具類等の設置や様々な関係者による訓練

などを通じて地域の防災力の向上を図る必要がある。 

■住宅内での火災発生抑制のための効果が期待できる感震ブレーカーや住宅用火災警報器の

設置など出火防止に向けた器具の重要性をより一層周知していく必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【木造住宅密集地域等の解消】（都市づくり） 

■木造住宅密集地域等の不燃化推進、道路や公園などの都市の骨格づくりを進め、災害への備

え、減災による都市の復元力を高めていく。 

■木造住宅密集地域等においては、国や都の補助事業を活用し、道路・公園の整備、避難地・

避難路・延焼遮断帯の確保など公園、緑地、広場の整備、老朽建築物の不燃化を推進する。

さらに、不燃化推進特定整備地区制度（不燃化特区制度）導入地区においては、延焼による

焼失ゼロを目指し、建替え意向のある所有者等を中心に、重点的かつ集中的に老朽建築物の

除却や建替えを推進する。 
  
【延焼拡大の防止と避難空間の確保】（都市づくり） 

■延焼遮断帯としての機能を持つ地区幹線道路の整備率は低い状況にある。「せたがや道づく

りプラン」に掲げている目標が着実に達成されるよう取組みを進めていく。また、「みどり

の基本計画」に掲げている防災・減災機能を有するみどりとして、延焼遅延帯を構成する公

園や緑地等の整備を計画的に進めていく。 

《公園の緑の目標量：＋４０ｈａ（令和９年（2027 年）》 

■災害時にも、公園における災害防止、避難地、救援活動の拠点などの機能を適切に維持する

ため、「公園等長寿命化改修計画」等に基づき、計画的な改修、公園施設の予防保全型管理

を推進する。 
 
【緊急輸送道路等の機能確保】（都市づくり） 

■災害時に消防活動や緊急物資輸送路等の重要な役割を持つ緊急輸送道路や沿道耐震化道路

の沿道建築物や住戸数が多く倒壊した場合に周囲への影響が大きい分譲マンションなどに

ついて耐震化を促進する。 

■道路施設の点検、適切な維持管理、老朽化対策、耐震化を着実に進め、あらゆる災害に起因

する道路の損傷を極力低減させる。 

■電柱の倒壊、電線の破断による道路閉塞を防ぐために、無電柱化を推進する。 

■道路施設の損傷、倒壊、踏切の長時間に及ぶ遮断等により道路が閉塞した場合に、円滑な道

路啓開活動が行えるよう、業界団体、鉄道事業者など関係機関との連携体制の充実を図ると

ともに、区職員による初動体制の整備についても検討する。 
  
【消防団活動の強化・充実】（暮らし・コミュニティ） 

■消防団活動の更なる充実強化に向けて、入団促進や活動環境を整備し発災時には、地域・消防署

等と連携し迅速に災害活動に取組めるよう、より地域に密着した活動を推進していく。 
  
【防災意識の醸成】（暮らし・コミュニティ、都市づくり） 

■区民一人ひとりが災害を他人事ではなく自分事として捉え、「自らの命は自らが守る」 、「地

域住民で助け合う」という防災意識の醸成を進める。また、住宅内からの出火を予防する取

組みの必要性や予防対策について区民向けのわかりやすい広報、防災訓練等を通じた啓発

を積極的に展開することにより感震ブレーカーの設置など住宅内の出火抑制の向上を誘発

する効果的な取組みを推進する。特に火災危険度の高い地区で重点的な取組みを進めてい

く。 
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【脆弱性評価結果】 

■近年、豪雨等により河川堤防の決壊を引き起こすなど甚大な被害が生じている。今後も河 

 川の計画規模を上回る極めて大きな洪水が発生する可能性が高まっている。 

令和元年台風第１９号では、多摩川沿いの地区で、多摩川の水位上昇に伴う浸水被害が広範

囲に発生した。国や東京都と連携・調整し、早期に浸水被害軽減・防止に向けた整備を進め

ていく必要がある。 

■区内には、多摩川を除き一級河川が４河川、二級河川が６河川ある。このうち、野川は時間

５０ミリの降雨に対応する整備が概ね完了しているが、仙川、谷沢川、丸子川については整

備途中であることから、集中豪雨によって浸水被害が発生する恐れがある。 

■降雨時に河川や下水道等への雨水流出を抑制するため、区では昭和５０年代後半より、雨水

浸透ますや透水性舗装など雨水貯留浸透施設の整備に取り組んでいるが、流域対策として

は、まだ不十分な状況である。 

■雨水浸透ますや透水性舗装、雨水タンクなどの雨水貯留浸透施設の設置に引き続き取り組

むことに加え、大地や樹林などの自然環境が有する多様な機能を活用したグリーンインフ

ラを推進していくことが必要である。 

■地震等災害時に指定されている多摩川沿いの避難所の中には、洪水時に避難不可となる避

難所がある。そのため洪水・内水氾濫ハザードマップ等を用いて、区民へ十分周知する必要

がある。また、区民が的確な避難行動を行うために、地区防災計画に沿って訓練を充実させ、

自主避難体制を確立させる必要がある。 
 
■逃げ遅れ等の発生を防ぐよう、災害情報を迅速かつ正確に提供できるよう様々情報伝達ツ

ールの整備を進めるとともに、時代に即した情報収集・情報発信体制を随時取り入れ、区民

等への雨に関する災害情報の提供方法を充実していく必要がある。 
 
■風水害に備えた行政機関としての態勢を整備するとともに、発災時には、「自らの生命は自

ら守る」との自助の取り組み、「自分たちのまちは自分たちで守る」との共助の取り組みの

重要性について、日頃から様々な媒体を通じ自助・共助の必要性について意識啓発をすると

ともに、特に避難行動要支援者の避難体制を整備しておく必要がある。また、地域・事業所・

行政など関係者による実践的な訓練を継続していくことも重要である。 
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【推 進 方 針】 

【多摩川の治水対策の強化】（都市づくり）  

■国土交通省を中心にまとめられた「多摩川緊急治水対策プロジェクト」に基づき、国、都県、

多摩川沿川自治体等と連携し、国が事業主体である無堤防地区の堤防整備を含めた溢水防

止および流域治水対策等を推進していく。 

【中小河川・下水道の整備】（都市づくり） 

■区部では、概ね時間７５ミリの降雨（多摩部では概ね時間６５ミリの降雨）までは、床上浸

水や地下浸水被害を可能な限り防止することを目指す。下水道の整備は、東京都が事業主体

となって行っているが、区でも、東京都から業務を一部受託して、整備を推進していく。ま

た、流下施設や貯留施設の整備については、事業主体である東京都と連携・調整を図りなが

ら推進していく。 

【流域対策の強化、グリーンインフラの推進】（都市づくり）  

■概ね時間１０ミリ降雨の雨水流出抑制を目指す。公共施設（道路、公園、学校等）や民間施

設における流域対策の強化および、新築・既存住宅における雨水浸透ますや雨水タンクの設

置を促進する。また、大地や樹木などの自然環境が有する雨水の貯留、浸透、流出抑制など

の機能を積極的かつ有効に活用するグリーンインフラを推進し、河川や下水道の流入負荷

の軽減に取り組んでいく。 

【水害に強い家づくり・まちづくり対策の推進】（都市づくり）  

■水害に強い家づくり・まちづくりを目指す。区民や事業者が、過去の浸水履歴や、河川・下

水道の整備状況および流域対策の実施状況等の理解を深められるよう、グリーンインフラ

の活用など、必要となる情報の提供および周知を積極的に行う。 

【情報の充実と避難対策】（行政機能） 

■近年、局地的な大雨や台風などの被害が頻発していることを踏まえ、災害時に適切な避難行

動がなされるよう、平時より災害リスクととるべき行動、水害時の開設避難所などホームペ

ージや洪水ハザードマップへの掲載、防災訓練を通じた周知など様々な広報活動により浸

水被害軽減の啓発活動をより強化していく。 

■区民が、避難行動等に必要な周囲の状況を把握するため、気象情報や雨量・河川水位の情報

配信している災害・防犯情報メールの登録者増加に向けた取組みをより一層促進していく。 

■現在、緊急情報を提供している、防災無線放送、ホームページ、メール、ツイッター、エフ

エム放送などの伝達手段の充実と技術革新に併せた伝達手段の多様化を進めるとともに、

高齢者や障害者、外国人等にも配慮した多様な情報手段の確保をしていく。 

【地域の防災力の向上】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■防災知識普及のための啓発活動をはじめ、実践的な避難所運営訓練や区内全地区で「発災後

７２時間は地区の力で乗り切る」をスローガンに掲げ実施している防災塾の活動を充実し、

自助・共助の推進を図り地区の防災力の向上を促進する。 
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【脆弱性評価結果】 

■都内では、富士山火口から距離があるため、溶岩流や火砕流等の被害を受けることはなく、

広範囲な降灰に起因する被害が想定されている。火山灰は都県をまたぎ、広い範囲に及ぶた

め、国や都の対策の検討状況を踏まえ、区でも火山灰による具体的な対策を継続して検討し

ていく必要がある。 

■広域に堆積する火山灰により交通機関やライフライン施設、経済活動や社会生活にどのよ

うな影響を及ぼすのかが明らかではないが、仮に少量の火山灰であっても社会的影響は大

きく地域全体で火山災害に取り組むといった体制の構築を事前にしていく必要がある。 

■降灰が長時間続いた場合は、宅地や公園等に大きな被害を与え、ひいては地域の経済活動や

市民の社会生活に著しい障害をもたらし、地域の活力を失うこととなる。降灰によって被害

が発生した場合は、早急な復旧対策がとれる態勢を整えておく必要がある。 

■特に、火山の噴火警報や予報、降灰予報等については経験が少ないため、予報内容への理解

や降灰に備えたマスク・ゴーグル等の必要性についても震災と同様に日ごろからの準備な

どについて区民への周知をしていく必要がある。 

■区内には、国分寺崖線をはじめ起伏のある地域を有しており、崖や擁壁が数多く存在してお

り、土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域・同特別警戒区域に指定されている区域があ

る。１時間５０ミリ以上の豪雨の年間発生件数が増加傾向にあり、首都直下地震の切迫性を

踏まえると土砂災害のリスクは非常に大きいものである。対象地域への土砂災害に関する

説明や災害警戒情報の伝達方法などの周知、避難体制の整備等の対策を講じているが、災害

時に、区民が適切に避難行動をとれるよう、ハザードマップなどによりこれまで以上に丁寧

な周知・説明及び注意喚起に取り組んでいく必要がある。 

■現在実施している土砂災害特別警戒区域内の建物等の改修や移転費用補助などの支援制度

を継続するなど、土砂災害への施策を積極的に進めていく必要がある。 

■噴火による降灰対応について経験が少ないため、国や都などの関係機関との情報連絡態勢

について定期的に点検し、緊急事態においても関係者との連絡体制や住民への速やかな情

報提供ができる体制を整えておく必要がある。 

■噴火による降灰情報や土砂災害情報などの災害情報を迅速かつ正確に提供できるよう様々

情報伝達ツールの整備を進めるとともに、時代に即した情報収集・情報発信体制を随時取り

入れ、外国人に対する多言語化も含め区民等への災害情報の提供方法を充実し的確な避難

行動に結びつけていく必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【火山灰対策】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■都市においては、富士山噴火に伴う降灰による被害は、少量の火山灰であっても、社会的影

響が大きいため、降灰の影響をあらかじめ予測し、災害の発生をできるだけ軽減するため

に、火山災害の特性を踏まえて災害予防計画の作成を進めていく。 

■予防計画の実行にあたっては、各防災機関等をはじめ地域に根ざした区民団体や自主防災

組織との連携、また、それらの相互の連携・支援を通して、個人と組織、団体と団体等の繋

がりを育成・強化するなど、地域全体で火山災害に取り組む体制の構築や維持について都と

検討していく。 

■震災時に備えた水や食料等の備蓄に加え、降灰に備えたマスクやゴーグル等の必要性や用

意について周知・啓発していく。 

 

【土砂災害の対策】（都市づくり） 

■土砂災害を防止し軽減する基本的な方針として「世田谷区がけ・擁壁等防災対策方針」を策

定している。土砂災害防止法による区域指定など新たな課題にも対応するためのソフト・ハ

ードの取組みを４つのテーマ（「避難体制の強化」、「公共施設の管理」「民有地への支援」「法

令に基づく指導等」）ごとに防災対策方針をまとめており、この方針に基づく取組みについ

て計画的に推進していく。 

■「土砂災害ハザードマップ」を活用し、区民が、日ごろからの備えや適切な避難行動ができ

るよう広報・周知を継続的に進めるとともに、住民が主体の実践的な避難訓練を実施してい

く。 

 

【情報の充実と避難対策】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■現在、緊急情報を提供している、防災無線放送、ホームページ、メール、ツイッター、エフ

エム放送などの伝達手段の充実と技術革新に併せた伝達手段の多様化を進めるとともに、

高齢者や障害者、外国人等にも配慮した多様な情報手段の確保をしていく。 

 

【地域の防災力の向上】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■防災知識普及のための啓発活動をはじめ、実践的な避難所運営訓練や区内全地区で「発災後

72 時間は地区の力で乗り切る」をスローガンに掲げ実施している防災塾の活動を充実し、

自助・共助の推進を図り地区の防災力の向上を促進する。 
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【脆弱性評価結果】 

■区民が避難判断や避難行動を的確に行うため、区民が必要とする災害情報についてホーム

ページや災害・防犯情報メール、ツイッターなど情報提供手段の多様化が進められている

が、今後のＳＮＳなどの技術の革新に併せた情報収集・情報発信手法を着実に推進する必要

がある。 

 

■災害時には、通信手段の機能が大きく低下することやＳＮＳを利用しないなど情報取得方

法の少ない区民も多いことを踏まえ、正確でかつ迅速な情報発信ができるＳＮＳ等以外で

の情報伝達手段も確立しておく必要がある。 

 

■災害時には、電話やＦＡＸ等の通信手段の機能が大きく低下し、区内部をはじめ外郭団体や

各種関係団体などにおける情報連絡が影響を受け、区民への情報伝達の遅れや応急・復旧活

動への支障が生じないよう、様々な状況を想定した訓練やマニュアルの整備、各所管が連携

し補完しあいながら効率的に活動できる体制を確保していく必要がある。 

 

■システムダウンや記録媒体の損失を回避するよう情報関連施策の充実が必要である。 

 

■災害時の情報伝達手段や災害への備えなどホームページやハザードマップなどの各種広報

媒体や防災訓練など様々な機会を活用して区民への周知と防災意識の向上に向けた啓発を

進めていく必要がある。 

 

■情報伝達手段の充実や防災意識の向上の取組みに当たっては、在住外国人や来訪外国人等

も理解・活用できるよう多言語化の取組みを進める必要がある。 

 

■大規模災害を想定し、地域の防災組織による訓練や関係者との合同による訓練、情報収集や

情報伝達などを主とした訓練など様々な方法や内容の訓練を実施・継続し、地域防災力の強

化を進める必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【情報伝達手段の充実】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■現在、緊急情報を提供している、防災無線放送、ホームページ、メール、ツイッター、エフ

エム放送などの伝達手段の充実と技術革新に併せた伝達手段の多様化を進める。 

■区民が正確な情報を確実に入手できるよう、高齢者や障害者、外国人等にも配慮した多様な

情報提供手段を確保していく。 

■災害時における情報発信等に関する協定に基づき、災害時に迅速で円滑な協力体制が確保

できるよう協定団体との連携強化に取り組んでいく。 

 

【情報伝達体制の整備】（行政機能） 

■災害時には、避難情報や避難勧告等の発令、避難支援など、災害状況に応じて適切な基準で

判断・伝達ができるようマニュアル等の整備を進める。 

■庁内において発災時の対応が迅速に行えるよう、震災・風水害を想定した訓練を繰り返し行

い、課題や反省点を踏まえたマニュアル等の改善を行い、災害時の体制を整備していく。 

 

【防災意識の醸成】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■区民自ら災害状況等の情報収集をしたうえで、的確に判断ができるよう災害時の情報収集

手段や災害への備えなどホームページやハザードマップなどの各種広報媒体を活用して区

民への周知と防災意識の向上を醸成していく。 

 

【地域の防災力の向上】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■災害時には、通信手段の機能が大きく低下することや共助の取組みの重要性などを踏まえ、

地域が主体となって実施している防災塾や防災訓練について内容の充実を図り、引き続き

地域防災力の強化に向けた支援を充実させていく。 
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【脆弱性評価結果】 

■感染症など健康危機管理に対して、迅速かつ適切な危機管理を行えるよう健康危機管理体

制を構築する必要がある。 

 

■健康危機管理に関する情報を責任者の下で、迅速かつ適切に収集や発信等ができる体制を

構築する必要がある。 

 

■健康危機発生時には、十分な福祉・保健活動等をすることができない状況を想定し、医療機

関との連携や人材育成など体制整備をする必要がある。 

 

■健康危機が発生した場合を想定し、危機管理への対応について定めた行動計画やマニュア

ルなどを作成し、平常時において訓練などの実施により行動計画等の有効性を定期的に点

検する必要がある。 

 

■健康危機が発生した場合に備え、避難場所の拡充や具体的な避難場所での取組みなどの対

策、健康危機管理に必要な機器・機材の整備、調達体制などに努め万全を期しておく必要が

ある。 

 

■避難所以外への避難方法等について、平常時から周知啓発しておくことが必要である。 

 

■避難所を運営する避難所運営防災組織など地域住民が状況を的確に認識したうえで行動が

とれるよう、日ごろから連携を密にし、感染症などの危機管理についての理解促進を図って

おく必要がある。 

 

■災害時に建築物内に残留することも選択できるように、建築物の耐震化・不燃化等を区民・

事業者等が進めていくよう促していくことも大切である。 
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【推 進 方 針】 

【健康危機体制の整備】（健康・福祉、行政機能） 

■健康危機管理に対して、迅速かつ適切な危機管理を行えるよう、東京都や医師会、医療に係

る関係機関と調整・連携し健康危機管理へ対応する体制の整備を図る。 

■健康危機管理に関する情報を責任者の下で、迅速かつ適切に収集や発信等について一元的

に管理・運営する体制を構築していく。 

■健康危機が発生した場合を想定し、危機管理への対応について定めた行動計画やマニュア

ルを整備し定期的な訓練などの実施により行動計画等の有効性を点検し健康危機管理へ対

応する。 

■健康危機が発生した場合に備え、避難場所の拡充や運営方法の点検、健康危機管理に必要な

機器や機材の整備及び調達体制の整備などを図る。 

■避難所での衛生環境を良好に保てるよう、薬剤や備蓄品の確保を進めていく。 

 

【地域住民との連携】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■健康危機管理発生時の対応には、地域住民間の信頼関係や支えあいが有効に機能するよう、

日ごろから健康づくり活動や行事などの活動を通じて、地域保健活動に対する理解や参画

の促進を図っていく。 

 

【防災意識の醸成】（暮らし・コミュニティ、都市づくり、行政機能） 

■災害への備えや事前準備など区民向けのわかりやすい広報や防災訓練等を通じた啓発を積

極的に展開することにより、備蓄品の準備や避難方法の確認、耐震化や出火抑制などの家屋

の安全性の向上などの取組みを促進する。 

■平時から適切な健康診断や予防接種を推進するとともに、感染予防の正しい知識など健康

危機管理に係る普及・啓発の取組みを促進していく。 
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２  大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる             

 

 

 

【脆弱性評価結果】 

■災害により、平常時の市場流通機能が被害を受けた場合でも、避難者の生命を守るため、食

料・水・毛布等の生活必需品を確保するとともに、物資を迅速かつ的確に避難者へ供給する

必要があり、区では都と合わせて概ね３日分の食料などの公的備蓄は確保できている。今後

も適切な維持・管理・更新と円滑な活用のための訓練を継続的に実施する必要がある。 

■福祉避難所においては、避難者の特性に応じて必要となる物品等の確保に努めていく必要

がある。 

■避難所となる施設においては、井戸や給水タンクの設置、燃料備蓄や自家発電設備の設置な

ど防災機能の強化を進めていく必要がある。 

■業界団体等と食料等の調達や輸送に関する協定を結び一定の食料等の確保はできているが、

様々な避難者のニーズに応えられるよう調達体制の拡充に努め万全を期しておく必要があ

る。 

■発災初期の物資の確保及び物資輸送の困難性を勘案し、協定に基づき円滑に供給体制が確

保できるよう実効性を強化する必要がある。 

■発災直後の物資の輸送が的確にできるよう輸送体制を構築するとともに輸送ルートが機能

停止とならないよう沿道建築物の耐震化の促進していく必要がある。 

■災害時における緊急支援物資輸送の維持または早期復旧のため、幹線道路ネットワークの

整備、緊急輸送道路等の橋梁の新設・架け替え・耐震補強等の実施・道路斜面の安全対策、

無電柱化の推進など、道路等の災害対応力を強化する必要がある。 

■発災後の迅速な輸送経路啓開に向けて、関係機関との連携体制を整備していく必要がある。 

■各家庭においては、必要な備蓄量の確保とともに、避難者の発生防止のためにも住宅等の耐

震化と火災予防対策などを進める必要がある。また、災害時には生活用水に活用できる雨水

の活用も進めていく取組みは大切である。 

■個人備蓄は、最低３日間分備えるよう呼びかけをしているが、約４割の区民が３日分に満た

ない備蓄状況であり、また、区の備蓄物品だけでは、被害の程度によって全ての被災者に行

き渡らない場合がある。区民・事業者等が自ら物資を備蓄するよう意識の向上を図っていく

必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【備蓄品等の確保】（行政機能） 

■様々な災害や避難者ニーズを想定し備蓄物品と必要な資機材及び保管場所の確保を進め、

必要量の備蓄物品等の確保及び適切な維持・管理・更新を行っていく。 

【物資供給体制の確保】（行政機能） 

■災害時における物資や燃料等の供給について、複数の民間企業や団体等と結んでいる協定

に基づき、災害時に迅速で円滑な供給の実効性を高め、必要な生活必需品等の確保に向け協

定団体との連携強化に取り組んでいく。 

■災害時に物資や燃料等の供給が円滑にできるよう、協定団体と供給・輸送方法等の体制につ

いて連携を密に、定期的に確認・調整し供給ルートの確保の取組みを更に進めていく。 

■物資輸送拠点や物資集積所から遅滞が生じることなく避難所まで確実に供給できるよう、

平時から訓練等により点検・確認を行いマニュアル等の修正も含め供給体制を整備してい

く。 

【道路ネットワークの確保】（都市づくり） 

■発災後においても、物流機能を維持するとともに救援救護活動や緊急物資の輸送等を維持

するため、「せたがや道づくりプラン」に基づき、道路ネットワーク形成と防災対策に繋が

る道路整備を計画的かつ効率的に進める。 

【緊急輸送道路等の機能確保】（都市づくり） 

■災害時に消防活動や緊急物資輸送路等の重要な役割を持つ緊急輸送道路や沿道耐震化道路

の沿道建築物や住戸数が多く倒壊した場合に周囲への影響が大きい分譲マンションなどに

ついて耐震化を促進する。 

■道路施設の点検、適切な維持管理、老朽化対策、耐震化を着実に進め、あらゆる災害に起因

する道路の損傷を極力低減させる。 

■災害時における障害物除去等応急措置に関する協定に基づき、災害時に迅速で円滑な協力

体制が確保できるよう協定団体との連携強化に取り組んでいく。 

■道路施設の損傷、倒壊、踏切の長時間に及ぶ遮断等により道路が閉塞した場合に、円滑な道

路啓開活動が行えるよう、業界団体、鉄道事業者など関係機関との連携体制の充実を図ると

ともに、区職員による初動体制の整備についても検討する。 

【無電柱化の推進】（都市づくり） 

■道路上にある電柱が災害時に倒壊し、電線の破断等により道路が閉塞してしまい避難行動

や救急活動、物資の輸送に支障をきたさないよう無電柱化を促進する。 

【各家庭等での備蓄】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■各家庭や事業所等で食料品等の備蓄は最低 3 日間分を備えるよう、様々な広報媒体や防災

訓練などの機会も活用し、備蓄の必要性について普及・啓発に取り組んでいく。 
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【脆弱性評価結果】 

■大規模な災害時には医療資源が大幅に不足することが予想される。区は、医療救護本部を設

置し区災害医療コーディネーターを中心に医療活動の統括・調整を行うための体制を整備

する役割があるため、都や医療機関と連携し実効性のある体制の整備とともに、医療救護本

部運営について、より実践的な訓練等を継続的に実施する必要がある。 

 

■災害時に医療関係団体の協力のもと医療班を編成し医療救護活動を行う協定を結んでいる

が、医療従事者の確保や医療活動業務が円滑にできるよう関係団体との連絡を密にしてお

く必要がある。 

 

■災害の備えとして医薬品や医療資機材等を備蓄しており、医薬品が不足した場合に備え、都

や卸売販売業者と協定を結んでいるが、災害発生直後から円滑な供給・受援体制がとれるよ

う、具体的な災害を想定するなどしたうえで、実効性のある供給・受援方法について関係機

関と確認をしておく必要がある。 

 

■災害において負傷者等の発生を抑制するよう住宅や建物の耐震化・火災予防対策を区民・事

業者等が進めていくよう促していくことが大切である。 

 

■災害時における緊急支援物資輸送の維持または早期復旧のため、幹線道路ネットワークの

整備、消防・救援・救護活動や避難のための経路の確保など道路等の災害対応力を強化する

必要がある。 

 

■公助の手が回らないことも想定し、消防団活動のさらなる充実強化を促進するとともに、住

民や事業所等への自助・共助の必要性についての意識啓発と地域・事業所などが一体となっ

た防災活動の充実をしていくことが重要である。 
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【推 進 方 針】 

【医療体制等の確保】（健康・福祉、行政機能） 

■区内の人的被害及び医療機関の被災状況や活動状況を把握し、関係機関と迅速かつ確実な

情報連絡体制や地域の状況等を踏まえた医療連携を担う医療救護本部体制の強化を進めて

いく。 

■医薬品や医療資機材が絶対的に不足する事態を回避するため、都、薬剤師会、卸売販売業者

と連携し医薬品等の確保に向けた供給体制を強化していく。 
 
 

【災害への備え】（健康・福祉、行政機能） 

■避難者の間で感染症が流行しないよう、平時から感染予防対策を推進している。感染予防の

正しい知識の普及・啓発、感染症の予防及びまん延防止対策、予防接種事業の充実と接種率

の向上に向けより一層平時からの感染予防対策を促進する。 

■災害において負傷者等の発生を抑制するよう住宅や建物の耐震化・火災予防対策をより一

層進めていく。 

 

【道路ネットワークの確保】（都市づくり） 

■発災後においても、物流機能を維持するとともに救援救護活動や緊急物資の輸送等を維持

するため、「せたがや道づくりプラン」に基づき、道路ネットワーク形成と防災対策に繋が

る道路整備を計画的かつ効率的に進める。 

■道路施設の点検、適切な維持管理、老朽化対策、耐震化を着実に進め、あらゆる災害に起因

する道路の損傷を極力低減させる。 

■道路施設の損傷、倒壊、踏切の長時間に及ぶ遮断等により道路が閉塞した場合に、円滑な道

路啓開活動が行えるよう、業界団体、鉄道事業者など関係機関との連携体制の充実を図ると

ともに、区職員による初動体制の整備についても検討する。 

 

【地域の防災力の向上】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■消防団活動のさらなる充実強化を促進し、住民や事業所等への自助・共助の必要性について

の意識啓発と地域・事業所などが一体となった防災活動を充実していく。 

■避難所生活において避難者が安心して生活できる運営やけがや病気などの応急手当てがで

きる体制など、平時から防災訓練の内容の充実を図り、さらなる防災力、災害対応能力の向

上の取組みを進めていく。 
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【脆弱性評価結果】 

■大規模な震災が発生した場合、多くの帰宅困難者が発生し、駅周辺や大規模集客施設など、

区内において混乱が想定される。 

各事業者等に事業所内に従業員等を待機させ、一斉帰宅の抑制を図り、合わせて食料や飲料

水、燃料等の備蓄について周知・啓発等を行っているが、引き続き一斉帰宅の抑制と備蓄に

ついての周知・啓発を継続的に行っていく必要がある。 

 

■各家庭において耐震化や火災予防対策など家族の安全を確信できる条件整備を進めること

で、安心して無理に帰宅をしないことにより一斉帰宅に伴う混乱を回避することにもなる。

各家庭における安全対策をより一層進める必要がある。 

 

■帰宅困難者対策のため、都では一時滞在施設等の確保をしており、区では駅や幹線道路に近

い区民施設や協定施設を「帰宅困難者支援施設」として選定しているが、今後も一時滞在施

設や帰宅困難者支援施設等、必要数の確保に向け都と連携し取り組みを進めていくととも

に一時滞在施設等についてより一層の周知に取り組んでいく必要がある。 

 

■区、事業者、区民をはじめ近隣自治体と合同で帰宅困難者対策訓練等を実施し、駅周辺等の

混乱防止や帰宅困難者の安全な帰宅を図れるよう取り組みを進める必要がある。 

 

 

 



- 35 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推 進 方 針】 

【帰宅困難者の発生抑制】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■各事業者等に災害による交通遮断時には、被災状況や交通情報等の収集を行い、各事業所内

等に従業員等を待機させ一斉帰宅の抑制を図るとともに、食料や飲料水、燃料の備蓄等の帰

宅困難対策の必要性について周知・啓発を継続的に行っていく。 

■ホームページや帰宅困難者ハンドブック等により、平時から事業所における帰宅困難者対

策や日ごろからの備え、滞在施設等についてより一層の周知・啓発に取り組み、帰宅困難者

が発生しないための事前対策を推進していく。 

 

【滞在施設の確保】（行政機能） 

■帰宅困難者が発生した場合に対応できるよう、帰宅困難者の受入体制を確保するため、都・

事業者団体等と連携し、帰宅困難者の滞在施設の拡充を図る。 

 

【帰宅困難者対策に資する公園緑地の活用】（都市づくり） 

■帰宅困難者のための休息・情報提供の場となる公園緑地の確保等を行っていく。 

 

【帰宅困難者対策の充実】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■地震が発生した場合における帰宅困難者対策の充実を図るため、近隣自治体との連携をは

じめ区、事業者、区民等が一体となった実践的な対策訓練等を継続的に実施し、駅周辺をは

じめとした混乱防止や帰宅困難者の安全な帰宅を図る取り組みを進めていく。 

■帰宅困難者の抑制、混乱防止のため、被災情報や交通情報を正確かつ迅速に提供するための

情報手段の多様化・多重化を促進する。 
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【脆弱性評価結果】 

■大規模災害により多数の避難者が発生した場合、避難所の衛生環境・衛生状況によっては疾

病・感染症が大規模に発生する可能性がある。避難所の拡充や避難所での具体的な取組み、

衛生管理物品の充実など感染症の観点を取り入れた対策が必要である。 

■健康危機管理発生に備え防疫用資機材の備蓄と調達体制の拡充に努め万全を期しておく必

要がある。 

■避難所を運営する避難所運営防災組織との連携を密にし、疾病や感染症についての理解促

進を図り、安全な運営体制の構築に向けた取組みを進める必要がある。 

■内水氾濫等が発生した場合、消毒や害虫駆除の実施できる体制を整えておく必要がある。 

■災害時の生活や避難所での生活に際し、正しい感染症予防についての情報を提供する態勢

を整えておく必要がある。 

■区では、健康せたがやプラン（第二次）において、平時からの感染予防対策を推進している。

感染予防の正しい知識の普及・啓発、感染症の予防及びまん延防止対策、予防接種事業の充

実と接種率の向上、公衆衛生に従事する人材育成と資質の向上の４つの施策を進めており、

より一層平時からの感染予防対策の促進を図る必要がある。 

■ペットが飼い主とともに避難所に同行避難してくることが想定されており、平時から狂犬

病予防接種をさらに進めていくとともに、動物の適正な飼養について普及啓発活動を実施

する必要がある。 

■内水氾濫等が発生した場合でも衛生環境が確保できるよう浸水被害を防ぐための土のうの

配布や災害時における衛生対策について住民への周知啓発活動をより一層充実させていく

必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【保健衛生体制等の整備】（健康・福祉、行政機能） 

■災害時における被災者からの健康相談等の実施体制の整備により、被災者の心身の安定や

感染症の予防対策など保健衛生体制の強化を進める。 

■様々な災害を想定し、防疫用資機材の備蓄と調達体制の確保、避難所における衛生物品等の

必要量の確保についての取組みを促進する。 

 

【避難所等での衛生環境の確保】（健康・福祉、暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■避難所での疾病や感染症等の拡大防止等、避難所内の衛生環境の確保に向けて、避難所の拡

充及び避難所運営を担う避難所運営防災組織との連携を密にし、安全な運営体制の取組み

を促進する。 

■継続的に避難所運営訓練等を通じて避難所ごとに課題整理を行い避難所の開設・運営が円

滑に行えるよう支援していく。 

■浸水被害を防ぐための土のうの配布や風水害による床上浸水等により衛生環境の悪化対策

として実施している住宅等への消毒等による衛生環境確保に向けた取り組みについて、広

く区民に浸透するよう周知・啓発活動を継続的に実施していく。 

 

【防災意識の醸成】（健康・福祉、暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■避難者の間で感染症が流行しないよう、平時から感染予防対策を推進している。感染予防の

正しい知識の普及・啓発、感染症の予防及びまん延防止対策、予防接種事業の充実と接種率

の向上に向け、より一層平時からの感染予防対策を促進する。 
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【脆弱性評価結果】 

■国の「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」を踏まえ作成されている避

難所運営マニュアルにより、被災者が安心して日常生活を営むことができるよう、女性や高

齢者、子どもなど男女共同参画・多様性の視点に立った避難所運営態勢を整えておく必要が

ある。 

 

■災害後は被災者の生活環境が大きく変わるため、孤立防止のための見守りや生活上の相談

支援、住民同士の交流の機会などを提供していく必要がある。 

 

■避難所や車中泊によるエコノミークラス症候群、ストレス性の疾患、震災のトラウマなどメ

ンタルの問題から被災者の健康を害することがないよう、関係者が連携して健康管理を行

える体制を整備しておく必要がある。 

 

■被災者が避難所での生活が長期化しないよう、被災後、迅速に住宅復興に向けた取組みが推

進できるよう、平時から関係機関と連携した取組みを進める必要がある。 

 

■被害の小さかった住宅等の住民が避難しなくて済むよう、各家庭だけでなく集合住宅単位

でも必要な食料品や生活必需品等の備蓄を進めていく必要がある。 

 

■避難者のプライバシーの確保やペットの一時飼育場所の設置などについて、防災訓練等を

通じて地域での理解と環境改善が進むよう継続的に検討していく必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【避難所等での衛生環境等の確保】（健康・福祉、暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■避難所内の衛生環境の確保、避難者の孤立防止のための見守りや生活上の相談支援、住民同

士の交流の機会の提供など、被災者が安心して日常生活を営むことができるよう、運営を担

う避難所運営組織との連携を密にし、安全な避難所の運営体制に向けた取組みを促進する。 

■避難所や車中泊によるエコノミークラス症候群、ストレス性の疾患や震災のトラウマなど

メンタルの問題から被災者の健康を害することがないよう、関係者と連携して健康管理体

制を整備していく。 

■物資等の不足が生活環境の悪化につながらないよう食料品や生活必需品等について必要量

の備蓄を確保するとともに、不自由な生活を強いられる避難所においても生活の質を向上

させ、良好な生活環境を確保できるよう取組みを進めていく。 

 

【住宅復興への取組み】 

■被災した区民の生活環境を早期に復旧させるため、被災者の自力再建を支援するとともに、 

応急的な住宅の整備、自力での住まいの確保支援などの住宅復興対策の実施や、管理計画等

に基づき整備された区営住宅の供給により、避難所生活の早期解消を目指していく。 

 

【地域の防災力の向上】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■女性や高齢者、子どもなど男女共同参画・多様性の視点、避難者のプライバシーの確保やペ

ットの同行など様々なニーズを想定した取組みについて、防災訓練等を通じ地域での理解

と環境改善が進むよう避難所運営組織とともに継続的に検討していく。 

■防災知識普及のための啓発活動をはじめ、実践的な避難所運営訓練や区内全地区で「発災後

72 時間は地区の力で乗り切る」をスローガンに掲げ実施している防災塾の活動を充実し、

自助・共助の推進を図り地区の防災力の向上を促進する。 

 

【防災意識の醸成】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■区民向けのわかりやすい広報や防災訓練等を通じた啓発を積極的に展開することにより住

宅の安全対策や家庭等での必要な食料品や生活必需品等の備蓄など、災害に向けた備えを

誘発する効果的な普及・啓発の取組みを推進する。 
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３  大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

 

 

 

【脆弱性評価結果】 

■庁舎や学校等の公共施設は、防災拠点や避難所、また災害時であっても行政サービスの継続

の必要があるが、避難所となる学校の耐震化率は令和 2 年度末で７１.１％、令和７年度ま

でに１００％となる目標が掲げられている。耐震化の完了していない学校の耐震化を計画

的に進めるとともに耐震化が済んでいる学校をはじめ公共施設においては、経年変化など

による影響の調査や点検を行うなど適切な維持管理に努め耐震性能を維持していく必要が

ある。 

■ 令和２年度の時点において、築５０年以上の建物を有する小学校３１校（５１％）、中学校

１３校（４５％）となっており、老朽化対策が重要となる。今後、一斉に更新時期を迎える

ため、計画的な改築・改修・長寿命化改修を実施し安全性を向上していく必要がある。実施

にあたっては、児童・生徒数の増減や教育環境等の確保など様々な要因を考慮したうえで教

育活動に影響がないよう進めることが求められる。 

■現在の本庁舎及び世田谷区民会館は、平成２４年度の非常用電源や水の確保の諸設備の整

備等、これまでも対策を講じてきたが、９０万区民の災害対策の中枢管理機能や地域の物資

集積場所としての役割を果たすには、建物の耐震性能をはじめとして、未だ十分な状態では

ない。大規模災害直後でも、業務継続が可能な庁舎等へと機能強化を図る必要がある。 

■区では、業務継続計画（ＢＣＰ）を作成しているが、定期的な訓練等の実施による見直しや

業務実態などに合わせた見直しを継続的に行い適切な運用を図ることが重要である。 

■日ごろから職員一人ひとりが業務継続計画及び災害対策業務の内容を十分に理解し、災害

時に実際に行動できるよう、平時から災害対応への意識を高めておく必要がある。また、各

種システムが停止した場合でも円滑に業務ができるようマニュアルの整備、訓練等による

継続的な点検・見直しをすることが重要である。 

■現在、災害時に備え、近隣自治体や遠隔地の自治体と相互応援協定等を締結している。災害

時には速やかに連携した対応ができるよう、平時から協定のあり方や内容について点検・確

認などを継続的に行い、より実効性を高める必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【防災機能の整備】（都市づくり、行政機能） 

■建築物の耐震化を促進し、揺れによる建築物の被害・損傷を未然に防ぐ。 

■耐震化の完了していない災害時に避難所として重要な役割を果たす区立小・中学校につい

て早急に耐震化を進める。 

■ 区立小・中学校は、災害時に避難所となる重要な施設であることから、その機能を確保す

るため、「世田谷区建物整備・保全計画（１４－２「工程表」）」に基づいて改築・改修・

長寿命化改修を計画的に進めていく。また、令和 2年度策定の「学校施設長寿命化計画」に

基づき、より一層、施設の老朽化対策を促進していく。 

■発災時の災害対応拠点となる、本庁舎・総合支所の設備・機器類、エネルギー・燃料、備蓄

物品、活動スペースなど定期的に点検・確認を行い、災害対策機能を確保していく。 

 

【災害時の対応強化】（行政機能） 

■災害時に区民に必要不可欠な業務を早期に再開することを目的に作成している業務継続計

画（ＢＣＰ）や各種災害時の対応マニュアルなどについて業務実態やシステム停止など様々

な状況を想定しマニュアルの見直しを行い適切な運用を図るよう、さらなる災害体制の強

化を進める。 

■本庁舎及び世田谷区民会館は、それぞれ免震構造、耐震構造とし、大地震後、構造体の補修

をすることなく建築物を使用できることを目標として、人命の安全確保に加えて十分な機

能確保が図られるよう、国土交通省が定めた「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」に示

される「構造体Ⅰ類、非構造部材 A類、建築設備甲類」相当で整備する。そのほか、火災、

水害、噴火等様々な災害に対応した災害対策施設としての機能向上を図る。また、長期にわ

たる本庁舎等の整備工事中の災害発生を想定し、工事期間中も災害対策業務及び区役所通

常業務が維持できる運営体制の整備を進める。 

■近年の災害や社会情勢の変化などを踏まえ、訓練内容の改善を行い新たな災害による教訓

や課題に対応していく。 

■職員一人ひとりが業務継続計画及び災害対策業務の内容を十分に理解し、災害時に限られ

た人数であっても実際に行動できるよう、平時から災害対応への意識を高めていく。 

 

【他自治体との連携】（行政機能） 

■大規模災害時に、区だけ十分な応急・復旧対策ができない時に備え、相互応援協定等を締結

している近隣自治体や遠隔地の自治体との連携をより一層強化していく。 
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【脆弱性評価結果】 

■災害が長期化する場合、これまでの大規模災害において災害対策業務を担う自治体職員等

の心身の不調が問題となり職員への心身的なケアが必要と言われている。災害時において

は平時とは異なる職場環境の中で業務過多の状況が長期間続くことなどにより大きなスト

レスを受け心身の不調をきたすことが予想される。 

 

■被災や業務過多等によるストレスにより心身の不調をきたす職員が発生しないよう、職員

の健康管理について必要な配慮をすることが重要である。区民の命と生活を守る復旧・復興

業務を迅速に行うためには職員の健康管理が重要となる。 

 

■災害時に少人数の職員体制でも必要な災害対策業務が出来るよう、マニュアルの整備やＩ

ＣＴを活用した業務効率化を図れるよう通常時から災害対策業務の改善も行う必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【職員の健康確保等】（行政機能） 

■災害が長期化することを想定し、発災直後から中長期にわたり行政機能の確保に不可欠な

職員の心身の健康確保や職場環境を確保する取組みに努めていく。 

 

■様々な災害を想定し、定期的に訓練を実施するとともに訓練内容の改善を行い新たな災害

による教訓や課題に対応した業務改善も進めていく。 

 

■職員一人ひとりが業務継続計画及び災害対策業務の内容を十分に理解し、災害時に少人数

の職員体制でも必要な災害対策業務や通常業務が行えるよう、平時から災害対策業務等に

ついてＩＣＴの活用などによる効率化に取組んでいく。 

 

【他自治体との連携】 

■災害時の応急対策等に万全を期すため、遠隔地の自治体との間で締結している災害時にお

ける相互援助協定により円滑に協力体制が取れるよう、平素から他自治体との連携を密に

し、協力体制・受援体制の整備に取組んでいく。 

 

【備蓄品の充実】（行政機能） 

■職員の安否、参集確認手法（システム等）の確保と必要な食糧・水等の確実な備蓄と定期的

な更新を継続的に進め、災害対応力の向上に努める。 
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４  大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する 

 

 

 

【脆弱性評価結果】 

■区民が避難判断や避難行動を的確に行うためには、区民が必要とする災害情報についてホ

ームページや災害・防犯情報メール、ツイッターなどのＳＮＳなどの技術の革新に併せた情

報収集・情報発信手法を随時取り入れるとともに、通信手段の機能が大きく低下することを

踏まえ、正確でかつ迅速な情報発信ができる情報伝達手段の整備、伝達体制をより一層の強

化・充実することが必要である。 

■災害対策本部や地域本部、避難場所など防災関係の拠点となる施設について、停電時の非常

電源の確保をより一層進めていく必要がある。併せて情報通信設備については、平常時よ

り、設備・機器の点検を定期的に行い、災害時に使用できなことがないようにしておく必要

がある。 

■災害時でのラジオ放送は重要な情報伝達手段である。区内ではエフエム世田谷と災害情報

に関する協力態勢について協定を結んでいるので、災害時の情報を迅速にかつ正確に放送

できるよう連携を強化する必要がある。 

■通信事業者が提供している安否確認ツールが十分活用されていない現状があり、これまで

訓練等において、災害時特設公衆電話を用いた安否確認サービスの普及に努めている。区で

の情報通信が麻痺した場合であっても、災害直後から区民が活用できるよう、より一層周

知・普及に努めていく必要がある。 

 

■災害時には、電力供給の停止やテレビ・ラジオの放送の中断なども想定しておく必要があ

る。通信手段の遮断や通信機能低下、情報取得方法の少ない区民も多いことなど踏まえ、行

政防災無線の改善、広報車での巡回、協定団体による情報提供、地域や関係団体等と連携し

た伝達方法の体制構築など複数の伝達手段を確保しておく必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【情報伝達手段の充実】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■現在、災害情報を提供している行政防災無線、ホームページ、災害・防犯情報メールやツイ

ッター、エフエム世田谷などの多重化をより一層進め、すべての区民が正確な情報を確実に

入手できるよう取組みを進めていく。 

 

■情報発信業務に従事する職員の不足が生じないよう、また、少人数でも対応ができるようマ

ニュアルの整備等も含め災害時の情報通信体制を整備していく。 

 

■行政防災無線の改善、広報車での巡回、協定団体による情報提供、地域や関係団体等と連携

した伝達など高齢者、障害者、外国人等にも配慮した多様な提供手段を確保し確実かつ迅速

に災害情報を提供していく。 

 

■災害対策本部や地域本部、避難場所など防災関係の拠点となる施設については、停電時の非

常電源の確保、情報通信設備等の点検を定期的に行い、災害時に使用できなことがないよう

取り組んでいく。 

 

■災害時に重要な情報伝達手段であるエフエム世田谷の利用拡大に向け協定団体と取り組ん

でいく。 

 

■災害時の区民への新たな情報伝達手段として、民間事業者が運営する地域ＢＷＡ（世田谷区

で利用可能な無線システム）を活用した情報提供ができるよう事業者と取組んでいく。 

 

■通信事業者が提供している安否確認ツールが災害直後から区民が活用できるよう、より一

層周知・普及に努めていく。 
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５  大規模自然災害発生後であっても経済活動（サプライチェーンを含む）を機能 

 

 

 

【脆弱性評価結果】 

■災害時の企業の事業継続や早期回復は都市機能回復に重要な役割を果たす。区では、小規模

事業者や個人事業主向けに講座の実施等を通じて業務継続計画（ＢＣＰ）の策定の促進に取

り組んできたが、さらにＢＣＰ策定の必要性を広く浸透させ、策定に必要な支援を充実して

いく必要がある。 

 

■災害時の企業活動の維持や機能の早期回復は都市機能回復に重要な役割を果たすため、被

災した事業者の事業再開に向けた支援策として金融支援をはじめとした総合的な支援策を

実施していく必要がある。 

 

■都市防災力の向上とものづくり産業の活性化を図るため、防災力を高める優れた製品の開

発・実用化に向けた支援を充実していく必要がある。 

 

■物流ルートを確実に確保するため、「せたがや道づくりプラン」に基づき、防災対策に繋が

る道路整備を計画的かつ効率的に進める必要がある。また、発災後においても、物流機能を

維持するとともに救援救護活動や緊急物資の輸送等にも支障が生じないよう発災後の迅速

な道路啓開に向けて関係機関との連携・協力体制を強化する必要がある。 

 

■地震発生時において、物流機能を維持、住民の円滑な避難等を確実に行うため、緊急輸送道

路等の沿道建築物の耐震化を優先的に促進する必要がある。 
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  不全に陥らせない     

 

 

 

【推 進 方 針】 

【事業者の事業継続力の強化】（暮らし・コミュニティ） 

■産業の事業継続、区民生活の維持継続を確保するため、引き続き区内中小事業者に対し、

業務計画（ＢＣＰ）策定の必要性の取組みを、産業団体等と連携し推進していく。併せ

て、区内事業者等に対する、さらなる防災意識の普及・啓発に取り組んでいく。 

■災害時の企業活動の維持や早期回復に向けて、金融支援や非常用電源設備の設置支援な

どにより、被災した事業者の事業継続・事業再開の取組みを推進する。 

 

【道路の災害対応力の強化】（都市づくり） 

■物流ルートを確実に確保するため、「せたがや道づくりプラン」に基づき、道路ネット

ワーク形成と防災対策に繋がる道路整備を計画的かつ効率的に進める。 

■道路施設の点検、適切な維持管理、老朽化対策、耐震化を着実に進め、あらゆる災害に

起因する道路の損傷を極力低減させる。 

■道路施設の損傷、倒壊等により道路が閉塞した場合に、円滑な道路啓開活動が行えるよ

う、関係機関との連携体制の充実を図る。 

 

【緊急輸送道路沿道建築物の耐震化】（都市づくり） 

■地震発生時において物流機能を維持するとともに、住民の円滑な避難、救急・消防活動

の実施、緊急物資の輸送等を確実に行うため、緊急輸送道路等の沿道建築物の耐震化を

促進する。 
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６  大規模自然災害発生後であっても生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【脆弱性評価結果】 

■電力・ガス・上下水道などのライフラインが停止すると、市民生活をはじめ災害応急活動等

にも多大な影響を及ぼす。災害に強い都市基盤整備を進めると共に、災害時に必要な水や燃

料等が確実に確保できる取組みを進める必要がある。 

 

■エネルギーは災害時だけでなく日常の暮らしに欠かすことのできないものである。公共施

設での太陽光発電設備の導入を引き続き推進するとともに、再生可能エネルギーの活用を

区民や事業者により一層啓発していく必要がある。 

 

■区民等への水等の備蓄の充実を様々な機会を通じて啓発するとともに断水した場合でも飲

料水を得られる災害時給水ステーションからの供給体制を整備していく必要がある。 
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上下水道、 燃料、道路ネットワーク等を確保する    

 

 

 

【推 進 方 針】 

【燃料等の確保】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■災害時に必要な水や燃料の確保、生活排水として活用するための民間所有井戸や公衆浴場

所有井戸の活用について関係団体と協定を締結している。協定団体と供給等の体制につい

て定期的に確認・調整していく。 

■災害時を想定した実践的な訓練などを協定団体と連携し実施するなど、協定の実効性を高

めるための取組みを進めていく。 

■地球温暖化対策でもある公共施設での太陽光発電設備の導入を引き続き推進していく。ま

た、個人や事業所においても太陽光発電設備や蓄電池の導入など、再生可能エネルギーの活

用を区民や事業者により一層啓発していく。 

■災害時の飲料水の確保は重要である。区民等へ飲料水をはじめ生活必需品など家庭での備

蓄の充実について様々な機会を通じて啓発していく。 

■災害時に飲料水の供給給水ステーションからの供給体制や手法について発災後、実際に行

動ができるよう体制等を整備していく。 

 

【無電柱化の推進】（都市づくり） 

■道路上にある電柱が倒壊し、電線の破断等により電力・電信サービスの安定供給が妨げられ

ることのないよう無電柱化を促進する。 
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【脆弱性評価結果】 

■災害時に救急・救命活動等や緊急支援物資の輸送等の重要な役割や災害の早期復旧・復興の

ため、幹線道路や緊急輸送道路等の整備、無電柱化の推進など、道路の災害対応力を強化す

る必要がある。 

 

■地震発生時における住民の円滑な避難、救急・消防活動の実施、緊急物資の輸送等を確実に

行うため、緊急輸送道路等の沿道建築物の耐震化を優先的に促進する必要がある。 

 

■迅速な消火活動及び救命・救急活動が行えるよう、閉塞状態となった道路への啓開態勢を強

化していく必要がある。 

 

■道路上にある電柱が災害時に倒壊し、災害時に救急・救命活動等に支障がないよう電線の破

断等による道路閉塞を防ぐ必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【道路ネットワークの確保】（都市づくり） 

■災害時における緊急支援物資輸送の維持または早期復旧のため、幹線道路ネットワークの

整備、緊急輸送道路等の橋梁の新設・架け替え・耐震補強等の実施・道路斜面の安全対策、

無電柱化の推進など、道路の整備・補強・老朽化対策を計画的に行い、道路の災害対応力を

強化していく。 

 

【道路の災害対応力の強化】（都市づくり） 

■物流ルートを確実に確保するため、「せたがや道づくりプラン」に基づき、道路ネットワー

クの形成と防災対策に繋がる道路整備を計画的かつ効率的に進める。 

■道路施設の点検、適切な維持管理、老朽化対策、耐震化を着実に進め、あらゆる災害に起因

する道路の損傷を極力低減させる。 

■道路施設の損傷、倒壊等により道路が閉塞した場合に、円滑な道路啓開活動が行えるよう、

関係機関との連携体制の充実を図る。 

■災害時の場合にも迅速な復旧活動を可能にするため、道路や宅地などの地籍調査事業を推

進する。 

 

 

【緊急輸送道路沿道建築物の耐震化】（都市づくり） 

■地震発生時における住民の円滑な避難、救急・消防活動の実施、緊急物資の輸送等を確実に

行うため、緊急輸送道路や沿道耐震化道路の沿道建築物の耐震化を促進していく。 

 

【無電柱化の推進】（都市づくり） 

■道路上にある電柱が災害時に倒壊し、電線の破断等により道路が閉塞してしまい避難行動

や救急活動、物資の輸送等に支障をきたさないよう無電柱化を促進する。 
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７  制御不能な二次災害を発生させない     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【脆弱性評価結果】 

■大規模火災のリスクの高い木造住宅密集地域解消に向け引き続き不燃化対策等の取り組み

を進めていく必要がある。 

 

■延焼を遅らせる機能や避難場所ともなる公園の計画的な整備や農地の保全に向けた取組み

を進める必要がある。 

【公園緑地の現況】（２０２０（令和２年）４月１日現在） ２６６．８３ｈａ 

 

■延焼遮断や避難道路としての機能を持つ都市計画道路や主要生活道路等について早期に整

備を図る必要がある。 

 

■住宅内での火災発生抑制のための効果が期待できる感震ブレーカーや住宅用火災警報器の

設置など出火防止に向けた器具の重要性をより一層周知していく必要がある。 

 

■地域防災力の中核的な役割を担う消防団への入団促進、活動環境の整備など消防団活動の

さらなる充実強化を図る必要がある。 

 

■発災時には、「自らの生命は自ら守る」との自助の取り組み、「自分たちのまちは自分たちで

守る」との共助の取り組みが重要である。自助・共助の必要性について意識啓発をするとと

もに、様々な関係者による訓練などを通じて地域の防災力の向上を図る必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【木造住宅密集地域の解消】（都市づくり） 

■大規模火災のリスクの高い木造住宅密集地域解消に向け引き続き不燃化対策等の取り組み

を進めていく。 

 

【延焼拡大の防止と避難空間の確保】（都市づくり） 

■都市の防災性向上や延焼防止のための緑地を含め、避難場所ともなる公園の施設整備及び

改修を計画的かつ着実に推進すると共に、農地の保全に向けた取組みを進める。 

 【公園緑地の現況】（２０２０（令和２年）４月１日現在） ２６６．８３ｈａ 

■延焼遮断帯としての機能を持つ地区幹線道路の整備率は低い状況にある。「せたがや道づく

りプラン」に掲げている目標が着実に達成されるよう取組みを進めていく。また、延焼遅延

帯を構成する公園や緑地等の整備を計画的に進めていく。 

 

【住宅内での火災予防対策】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■住宅内での火災発生抑制のための効果が期待できる感震ブレーカーや住宅用火災警報器の

設置など出火防止に向けた器具や初期消火の重要性など、様々な機会を通じてより一層周

知・啓発し二次災害の発生防止に取組んでいく。 

 

【消防団活動の強化・充実】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■地域防災力の中核的な役割を担う消防団への入団促進、活動環境の整備など消防団活動の

さらなる充実強化を図る。消防団との訓練等を継続して実施することにより連携体制の強

化を図る。 

 

【地域の防災力の向上】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■日頃から様々な媒体を通じ自助・共助の必要性について意識啓発していく。様々な関係者や

多くの住民の参加を得て繰り返し訓練等を継続して実施することにより地区内の連携体制

の強化を図るとともにスタンドパイプなど地域に必要な器具類等の設置などを通じて地域

の防災力の向上を図る。 

■消防署等と連携し、スタンドパイプ等を活用した実践的な初期消火訓練を推進していく。 
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【脆弱性評価結果】 

■地震発生時における住民の円滑な避難、救急・消防活動の実施、緊急物資の輸送等を確実に

行うため、幹線道路ネットワークの整備、緊急輸送道路等の橋梁の新設・架け替え・耐震補

強等の実施・道路斜面の安全対策、無電柱化の推進など、道路の整備・補強を計画的に行い、

道路の災害対応力を強化する必要がある。 

 

■道路閉塞が避難や消防活動の妨げとならないよう、建築物の耐震化、道路橋梁の耐震補強や

無電柱化などをより一層を促進する必要がある。 

 

■建物等の倒壊だけでなくビルの窓ガラスや看板等の工作物の脱落、ブロック塀の倒壊など

により通行人等へ危害を及ぼすことがある。通学路の安全点検や都と連携した屋外広告物

の安全対策は災害時の避難経路の安全性の向上につながっていくので、ビルからの落下防

止策を講ずるとともに、ブロック塀等については適切な設置・管理、安全対策の重要性等に

ついて所有者への啓発や改善への支援などきめ細かな対策が必要である。 

 

■余震等に伴う建物や宅地から引き起る二次被害を防ぐため、応急危険度判定員、被災宅地危

険度判定士の登録を行い連絡体制や必要な研修を行っている。発災直後より迅速に被災建

築物応急危険度判定、被災地宅地危険度判定を実施できる体制を充実する必要がある。 

 

■判定員・判定士登録の周知・広報による有資格者の確保、判定資器材の整備、講習会や訓練

による判定技術の向上など災害前の取組みが重要である。 

 

■区民が避難判断や避難行動を的確に行うためには、区民が必要とする災害情報についてホ

ームページや災害・防犯情報メール、ツイッターなど情報提供手段の多様化と在住外国人や

来訪外国人等も理解・活用できるよう多言語化の取組みを推進する必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【道路ネットワークの確保】（都市づくり） 

■地震発生時における住民の円滑な避難、救急・消防活動の実施、緊急物資の輸送等を

確実に行うため、幹線道路ネットワークの整備、緊急輸送道路等の橋梁の新設・架け

替え・耐震補強等の実施・道路斜面の安全対策、無電柱化の推進など、道路の整備・

補強を計画的に行い、道路の災害対応力を強化する。 

■道路施設の損傷、倒壊等により道路が閉塞した場合に、円滑な道路啓開活動が行える

よう、関係機関との連携体制の充実を図る。合わせて関係者と連携し、様々な被害状

況を想定した実践的な訓練に取組んでいく。 

 

【落下物等の防止対策】（都市づくり） 

■建物等の倒壊だけでなくビルの窓ガラスや看板等の工作物の脱落、ブロック塀の倒壊

など、適切な設置・管理、安全対策の重要性等について所有者への啓発や改善への支

援に取り組んでいく。 

 

【建物や敷地の被害状況の把握】（都市づくり） 

■余震等に伴う二次被害を防ぐため、発災直後より迅速に被災建築物応急危険度判定、

被災地宅地危険度判定を実施できるように、判定員・判定士の確保、判定資器材の整

備等により運営体制を整備する。講習会や訓練などを繰り返し実施し、判定技術の向

上に取組む。 

 

 

【災害情報の迅速な提供】（行政機能） 

■区民が避難判断や避難行動を的確に行うため、区民が必要とする災害情報についてホ

ームページや災害・防犯情報メール、ツイッターなどＳＮＳなどの技術の革新に併せ

情報提供手段の多様化をより一層進めていく。 

■情報伝達手段の充実や防災意識の向上の取組みに当たっては、在住外国人や来訪外国

人等も理解・活用できるよう多言語化の取組みを進める。 
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【脆弱性評価結果】 

■災害の状況を迅速かつ正確に把握し、復旧復興に向けて早急に対策を講じるとともに区民

等に対して正確な情報と復旧復興対策の情報を提供し、不安や混乱を解消していくことが

大切である。 

 

■世田谷区の観光や産業の復旧復興の機運を盛り上げ、積極的ＰＲに努め世田谷区のイメー

ジの回復の取り組みを進めることが大切である。 

 

■世田谷の魅力的資産、貴重な文化財などが災害で喪失しないような取組みが必要である。 
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【推 進 方 針】 

【情報の把握と正確な情報伝達】（行政機能） 

■災害後の区民等の不安や混乱を解消していくため、災害の状況を迅速かつ正確に把握し、復

旧復興に向けて講じる対策等について正確な情報と復旧復興対策の情報を区内外に提供し

ていく体制を整備していく。 

 

【区の復興の取組みのＰＲ】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■災害後に区民や事業者等と世田谷区の観光や産業の復旧復興の機運を盛り上げ、世田谷区

のイメージの回復に向けた積極的なＰＲに取組んでいく。 

■世田谷の魅力的資産、貴重な文化財などが災害で喪失しないよう被害を最小限に留めるた

めの取組みとともに映像等への記録・保管などの取組みに努めていく。 
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８  大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復    

 

 

 

 

 

 

【脆弱性評価結果】 

■平時から震災時の復旧復興事業を円滑に実施できるよう、復旧復興に対する体制や手順、各

分野において復旧復興のためにどのような施策が必要かについて整理・検討するなど復興

の事前準備を進めておく必要がある。 
 
■復興対策のため、区の各組織が震災後の復興のために実施すべき事項や事前に準備してお

くべき事項等を体系的に整理し、まちの復興やくらしの復興を進めていくための復興マニ

ュアルが作成されているが、災害時における教訓や社会情勢の変化等を踏まえて定期的な

見直しと実践的な訓練の実施により、被災後の復興まちづくりに向けた事前の取組みの強

化を進める必要がある。 
 
■街の現状や地域課題等の基礎的なデータの不足や不備は、復興まちづくりの遅れに影響す

ることから、震災発生後迅速に復興まちづくりに着手できるよう、平時から整備しておく必

要がある。 
 
■平時から地域住民等がまちづくりに携わることが重要である。まちづくりの人材育成や防

災組織への継続的な支援など地域のまちづくりを推進していくことが必要である。 

■震災後は、建設資器材の不足や需要の拡大により資器材が高値となり調達ができなくなる

ことが予想される。関係団体との協定や連携を強化し継続して資器材の確保に努める必要

がある。 
 

■大規模災害時には、復旧復興事業を進めていく過程で事業用地の需要が発生し必要な用地

確保が難しいことが予想される。仮設住宅や災害廃棄物仮置場など様々な業務において用

地確保が必要になることから、各復旧復興業務における事業用地の活用について事前に調

整をしておく必要がある。 
 
■災害時の復旧復興に向けたボランティアの協力は重要である。災害ボランティアの確保、リ

ーダーやコーディネーターの育成、必要な実践的な訓練や講座の開催など、より一層のボラ

ンティア体制の向上に取り組む必要がある。 
 
■災害後の生活の再建をするためには、被害状況調査やり災証明の発行、生活再建相談などを

より迅速に実施できる体制を整備し、必要な資器材の整備と継続的な講習会や訓練による

業務処理の向上など災害前の取組みが重要である。 
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  できる条件を整備する。     

 

 

 

 

 

【推 進 方 針】 

【復旧・復興体制の整備】（行政機能） 

■平時から震災時の円滑な復興事業の実施を見据え、災害復興において庁内体制や外部から

の応援・連携体制を早期に整備できるよう復興体制の明確化を図る。また、被災後の迅速か

つ計画的な復興まちづくりについて、各分野の施策や手順等について整理・検討し、計画や

方針、行動マニュアル等の整備を進めていく。 

■復興対策のため、作成されている震災復興マニュアルや都市復興プログラム等について、震

災時や震災対応を想定した事前の取組みにおいても有効に運用することができるよう、社

会情勢の変化等を踏まえ適宜内容の点検や見直しを図るとともに、実践的な復興訓練も継

続的に実施していく。 

■平時から復興まちづくりの事前の取組みとして、街の特性や震災時の課題、既定の計画等に

ついて整理し、基礎データとして定期的な更新を図る。 

 

【人材・資機材等の確保】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■まちづくりの人材育成や防災組織への継続的な支援など地域のまちづくりを推進してい

く。 

■震災後の状況を想定し、現在関係団体と結んでいる資器材の確保等の協定について、定期的

な確認とともに、災害時には実効性が確保できるよう協定団体との関係を強化していく。 

■大規模災害時には、仮設住宅や災害廃棄物仮置場など様々な業務で事業用地が必要になる

ため、平時から復興業務における事業用地の確保について調整をしていく。 

 

【ボランティア受入体制の整備】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■災害時の復旧復興に重要な役割を担う災害ボランティアやボランティアコーディネーター

の体制整備と人材育成を強化していく。 

 

【家屋等の被害状況の把握】（暮らし・コミュニティ、行政機能、都市づくり） 

■災害後の生活の再建をするための、被害状況調査やり災証明の発行、生活再建相談などをよ

り迅速に実施できる体制の整備、必要な資器材の確保と継続的な講習会や訓練を実施し災

害体制の強化を進めていく。 
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【脆弱性評価結果】 

■ひとり暮らしや高齢者のみの世帯が年々増え、地域コミュニティが希薄化するなか

で、住民同士が協力して災害に対応する力が弱まることが懸念されている。地域の団

体が主体となり、防災訓練や地域活動などを通じて、日ごろから顔の見える関係づく

りに取組むことが重要である。 

 

■災害時には、様々な社会的混乱が発生する可能性がある。平時から警察署や防犯活動

団体と連携し、災害時を想定した犯罪予防等の取組みを進めていくことが大切であ

る。 

 

■震災時に区内各地で予想される同時多発火災に対し、近隣住民が協力し合い、初期消

火活動を行えるよう地域に必要な器具類等の設置や様々な関係者による訓練などを

通じて地域の防災力の向上を図る必要がある。防災団体には、資器材の供与や活動助

成金の交付、リーダー育成など必要な支援を継続的に行っていく必要がある。 

 

■発災時においてボランティアは様々な役割を果たすことが期待されており、東日本大

震災の際には甚大な被害の影響からボランティアが十分に活動できなかった事例も

ある。ボランティアが円滑に活動できるよう、ボランティアの派遣をコーディネート

する体制を強化する必要がある。 

 

■在住外国人等に対して、災害関連標識等の外国語標記を進めるなど、地域全体の防災

知識の普及を進める必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【地域の防災力・防犯力の向上】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■区民一人ひとりが、防犯意識・防災意識の向上が図れるよう犯罪のない、災害に強いまちづ

くりを進めていく。 

 

■災害時や、いざという時に助け合える地域コミュニティの強化を一層進めるため、地域活動

やボランティア活動へ参加しやすい環境づくりや活動の場の充実、活動団体間の連携や協

力など、現在推進している取組みを一層進め、地域コミュニティの活性化を推進していく。 

 

■防災訓練や防犯パトロールなど地域住民に積極的に参加を呼びかけ、日ごろから顔の見え

る関係づくりができる環境整備に取組んでいく。 

 

■「自分たちのまちは自分たちで守る」という自主防災・防犯意識と隣近所での助け合い精神

を基本に、区、防災区民組織、区民等が協力し、避難・援助・治安・健康など担う体制を整

備していく。また、訓練等を継続して実施することにより地区内の連携体制の強化を図る。 

 

■ボランティアが円滑に活動できるよう、ボランティアの派遣をコーディネートする体制を

強化していく。 
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【脆弱性評価結果】 

■大規模な災害時には、大量の災害廃棄物が発生する。また、災害廃棄物以外にも、生活ごみ

や避難所ごみ等が大量に発生するため、的確に処理を行い、区民の生活環境を保全し公衆衛

生を確保する必要がある。 

ごみの処理は、収集・運搬・中間処理・埋立の各行程を連続して行う一貫した作業であるた

め、２３区、東京二十三区清掃一部事務組合、都等と連携した廃棄物処理体制の整備を一層

進める必要がある。 

 

■被災地から排出される災害廃棄物については「仮置場」等で一時的に保管するが、悪臭や火

災の発生、有害物質の流出等の可能性がある。また、避難所では、生ごみやし尿等が排出さ

れるが、長期化した場合、悪臭や感染症の発症等公衆衛生の悪化を引き起こす事態となる。

このため、「仮置場」等の具体的な運用方法や、避難所運営組織や拠点隊等と連携した「避

難所ごみ」の処理方法を明確にしておく必要がある。 

 

■大規模災害の発生直後は、人命救助や被災情報の収集・伝達等、被災状況に応じた対応が優

先されるため、平常時のように廃棄物の収集・運搬等ができない可能性が高いことを区民・

事業者にあらかじめ理解していただく必要がある。また、不法投棄を防止し、地域の生活環

境の保全や公衆衛生の確保を図るため、災害時でも平時と同様に、ごみの分別に積極的に協

力していただくための周知・啓発が不可欠である。 

 

■災害時における大量の災害廃棄物の発生を抑制するため、住宅等の耐震化や出火防止対策

を進める必要がある。 
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【推 進 方 針】 

【災害時の廃棄物処理体制の整備】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■令和２年４月に２３区と東京二十三区清掃一部事務組合との間で締結した「災害廃棄物の

共同処理等に関する協定」を端緒に、さらなる連携強化に取り組んでいく。 

また、平成３１年３月に作成した「世田谷区災害廃棄物処理マニュアル」、水害への対応や

上記協定の内容を反映させて令和２年６月に策定した「世田谷区災害廃棄物処理計画」につ

いて、訓練等を通した検証や、２３区・清掃一部事務組合の計画策定状況を踏まえた修正・

改訂を行っていく。 

 

【生活環境の保全と公衆衛生の確保】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■「仮置場」等については、「世田谷区災害廃棄物マニュアル」に基づき、排出場所、排出方

法等のルールを明確にし、区民に周知していくとともに、危険・有害な廃棄物が混在しない

ように分別を徹底していく。また、定期的に環境測定やモニタリングを実施する等、危険物

の流出等を防止していく。避難所のごみ出しについては、避難所運営組織を通して運営マニ

ュアルや各避難所の排出ルールを徹底していくとともに、拠点隊を通じて、各避難所の状況

を把握しながら、生ごみやし尿を早めに収集していく。 

 

【区民・事業者への周知・啓発】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■「世田谷区災害廃棄物処理計画」を区ホームページで公開するなど、区民・事業者に内容を

周知していきます。また、災害時には、ごみアプリ等のＳＮＳ、エフエム世田谷等あらゆる

手段を活用して、ごみの分別・排出のルールを周知していく。 

 

【災害廃棄物の発生抑制】（暮らし・コミュニティ、行政機能） 

■災害時における大量の災害廃棄物の発生を抑制するため、住宅等の耐震化や出火防止対策

について、区民等へ周知啓発していく。 

■災害時にも平時と同様にごみの分別が行われるよう、より一層ごみの分別に関する意識向

上を図る啓発活動に取組んでいく。 
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【施策分野別の推進方針】 

 

１ 健康・福祉 

２ 子ども若者・教育 

３ 暮らし・コミュニティ（文化、スポーツ、産業・経済、環境・エネルギー等） 

４ 都市づくり（都市基盤、みどり、交通など） 

５ 行政機能（情報通信等） 

 

【健康・福祉】 

〇健康危機管理事態に対して、迅速かつ適切な危機管理を行えるよう、平時から東京都や医

師会、医療に係る関係機関と調整・連携し、情報収集や発信等について一元的に管理・運

営する体制の構築、危機管理時の行動計画やマニュアルを整備、定期的な訓練の実施  

など健康危機管理体制を構築していく。 

〇健康危機が発生した場合に備え、避難場所の拡充や運営方法の点検、健康危機管理に必要

な薬剤や備蓄品の確保、機器や機材の整備及び調達体制、被災者の心身の安定や感染症の

予防対策など保健衛生体制の強化をしていく。 

〇平時から適切な健康診断や予防接種事業の充実と接種率の向上、感染予防の正しい知識

など健康危機管理に係る普及・啓発の取組みなど感染予防対策を促進する。  

 

 

【子ども若者・教育】 

〇大規模自然災害発生においても、次代を担う、子ども・若者の福祉環境・教育環境を確

保するため、児童福祉施設や学校施設等の計画的な耐震化を促進、施設の耐震性能を維

持するため、定期的な点検や改修を推進していく。 

〇地域の防災区民組織と災害時に避難所となる学校が連携し避難所運営訓練等を実施する

とともに子どもや若者が地域の防災訓練やイベント等への参加を通して防災対策や地域

社会との関わりを深めていくなど地域コミュニティの強化を推進していく。 

 

 

【暮らし・コミュニティ】 

〇災害時や、いざという時に助け合える地域コミュニティの強化を一層進めるため、日ごろ

から顔の見える関係づくりができる環境整備、お祭りやイベントなど参加しやすい場の提

供、防災訓練などの地域活動の充実、次代を担う人材育成、活動団体間の連携や協力体制

の整備などを進め、地域の防災力の向上を推進していく。 

〇区民一人ひとりが防災意識の向上が図れるよう平時からホームページやハザードマップ

など、高齢者や障害者、外国人等に配慮した各種広報媒体を活用し、区民にわかりやすく

備蓄物品などの災害の備えや災害時の情報収集手段、各種支援制度の周知・啓発を図り区

民一人ひとりの防災意識の向上を図っていく。 
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〇防災区民組織や消防団をはじめ地域での活動団体や事業所、学校や関係機関等と連携・協

力し、様々な自然災害を想定した訓練や自助・共助の重要性など啓発活動を充実し犯罪の

ない、災害に強いまちづくりを進めていく。 

〇避難所内の衛生環境や健康管理体制の確保、避難者の孤立防止のための見守りや生活上の

相談支援、住民同士の交流の機会の提供など、被災者が安心して日常生活を営むことがで

きるよう、運営を担う避難所運営組織との連携を密にし、安全な避難所の運営体制に向け

た取組みを促進する。 

〇産業の事業継続、区民生活の維持継続を確保するため、産業団体等と連携し区内中小事業

者に対し、業務計画（ＢＣＰ）策定の推進、災害時の企業活動の維持や早期回復に向けた、

金融支援や非常用電源設備の設置支援など事業者の事業継続・事業再開の取組みを推進す

る。 

 

【都市づくり】 

〇災害に強いまちづくり目指し、建築物の耐震化の促進、ブロック塀等の倒壊防止や看板

等の工作物の落下防止、木造住宅密集地域等の不燃化の推進、公園や緑地、広場の整備

による避難地や延遮を遅らせる機能の強化を図っていく。家具の転倒防止や感震ブレー

カーの設置など住宅内の安全対策等について区民にわかりやすい広報、啓発活動を積極

的に展開し区民の災害予防に対する意識や気運をより一層高めていく。 

〇災害時における緊急支援物資輸送の維持または早期復旧のため、幹線道路ネットワークの

整備、緊急輸送道路等の橋梁の新設・架け替え・耐震補強等の実施・道路斜面の安全対策、

無電柱化の推進、道路啓開体制の充実など、道路の整備・補強・老朽化対策等を計画的に

行い、道路の災害対応力を強化していく。 

〇近年、豪雨等により河川堤防等の決壊による甚大な被害や局地的集中的豪雨による浸水

被害など水害に対する脆弱性が高まっているため、東京都と連携・調整を図りながら河

川・下水道の整備、公共施設・民間施設での流域対策の強化、住宅における雨水浸透ま

すや雨水タンクの設置推進、土砂災害の防止対策とともに、グリーンインフラの持つ雨

水の貯留、浸透、流出抑制などの機能を積極的かつ有効的に活用し、河川や下水道の流

入負荷の軽減を促進していく。 

〇被災した区民の生活環境を早期に復旧させるため、被災者の自力再建を支援するとともに、

応急的な住宅の整備、自力での住まいの確保支援などの住宅復興対策の実施や、管理計画

等に基づき整備された区営住宅の供給により、避難所生活の早期解消を目指していく。 

 

【行政機能】 

〇大規模自然災害発生においても防災拠点、避難所、行政サービスの提供を維持するた

め、業務継続計画や各対応マニュアルなどの実効性を高めるための定期的な点検と訓練

を実施し災害対策業務及び通常業務ができる運営体制の強化を進める。 

〇職員一人ひとりが業務継続計画及び災害対策業務の内容を十分理解し、災害時に限られ

た人数であっても業務が行えるよう日頃からの準備と意識の向上を図る。 
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〇耐震化が済んでいない学校の計画的な耐震化の促進、全ての公共施設の計画的な点検や

改修による耐震性能の維持、あらゆる被害状況を想定した電力・ガス等のエネルギー・

燃料の確保、様々な災害を踏まえた物資等の必要量の備蓄、活動スペースの確保を推進

し災害時の対応力を高める。 

〇地震や風水害、火山噴火など様々な災害を想定し、帰宅困難者対策の推進、災害後迅速

かつ適切な生活再建や復旧・復興まちづくりに向けた体制整備や、震災復興マニュアル

や都市復興プログラムや各分野の復旧・復興マニュアルなどの整備を進め、事前対策の

取組みや実践的な訓練を継続して実施していく。 

（共通） 

〇災害時に重要な情報伝達について多様な情報収集手段の確保、庁内や関係機関等との情

報連携の体制の強化により、防災放送無線等既存の情報伝達手段の多重化等と技術革新

に併せた伝達手段の多様化を進め、高齢者や障害者、外国人等にも配慮した多様な情報

提供手段を確保し、区民等に迅速かつ正確な情報提供を充実していく。 

〇民間企業との物資や燃料の供給等、学校との施設等の提供、地域活動団体との行動支援、

自治体間等の相互応援など数多く締結している災害時における協定・覚書に基づき、災害

時に迅速で円滑な供給が図れるよう各団体と連携強化を図り実効性を高める取り組みを

進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


